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注意事項
本アニュアルレポートは、2012年3月期の業績お
よび今後の経営戦略に関する情報の提供を目的
としたものであり、NRIが発行する有価証券の投
資勧誘を目的としたものではなく、また何らかの
保証・約束をするものではありません。本アニュ
アルレポートに記載されている意見や見通しは、
アニュアルレポート作成時点におけるNRIの見解
であり、その情報の正確性および完全性を保証
または約束するものではなく、また今後、予告な
しに変更されることがあります。本アニュアルレ
ポートのいかなる部分も一切の権利は株式会社
野村総合研究所に帰属しており、電子的または機
械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、無断
で複製または転送等をおこなわないようお願い
いたします。

目次

未来創発
D r e a m  u p  t h e  f u t u r e .

変化が激しく先の予測がつかないこの時代。
社会をしっかりと見据えながら確かな未来を
切り拓いていきたい。
そのために、新しい価値を創造することで
世の中に貢献したいと私たちは願っています。
NRIグループは「未来社会創発企業」として
あくなき挑戦を続けていきます。
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野村総合研究所は現在、2015年度を最終年度とする長
期経営ビジョン『Vision 2015』を推進しています。2008
年度からはじまった同ビジョンは現在、その折り返し地点
を迎えています。

今回のアニュアルレポートでは、“勢いのある成長モード
へ”をテーマに、『Vision 2015』のこれまでの成果と課
題、目標達成に向けた戦略を中心にご説明しています。

Strong Progress 
through

Changes

未来志向で力強い
事業ポートフォリオ構築

Vision 2015

さらなる成長を目指す経営ビジョン

▶金融関連分野のサービス高度化
金融機関のニーズに広く応える
“業界標準ビジネスプラットフォーム”を
より多くのお客様に提供

▶産業関連分野の拡大
生活者につながる
コンシューマ・インダストリを中心に、
対象企業やサービス範囲を拡大

▶中国・アジア事業の強化・拡大
中国・アジアにもう一つのNRIをつくり、
ナビゲーションとソリューションの
両面から企業・社会に貢献

“いまを超える、自らを超える”を
スローガンに、既存の枠組みを超えて
活躍できる人材を育成

▶生産革命・人材開発
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NRI Snapshot
Nomura Research Institute, Ltd.
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　多岐にわたる業界の企業に対し、グ
ローバル戦略、新興国戦略の策定・実
行支援をおこなっています。
　また、アジア主要地域における空港
や港湾などのインフラ開発計画の策
定支援をはじめ、現地政府からのコン
サルティング案件を獲得するなど、ア
ジア市場にも数多くの実績を持ってい
ます。

　NRIは、リサーチ、経営コンサルティング、システムコンサルティングなどからなるコンサル
ティングサービスと、情報システムの開発、運用サービスおよび関連する商品販売などからな
るITソリューションサービスを展開しています。
　コンサルティングとITソリューションのそれぞれにおいて、幅広い業種の顧客に対してサービ
スを提供しており、人々の暮らしや社会を支えています。

事例

事例

コンサルティング

金融 ITソリューション

経営・事業戦略および組織改革などの立
案・実行を支援する経営コンサルティン
グのほか、ITマネジメント全般にわたる
システムコンサルティングを提供してい
ます。

経営コンサルティング
企業の事業戦略の立案・実行支援や、業務改革、政
府・官公庁の政策提言など幅広い分野でサービスを
提供。東証一部上場企業やアジア各国政府から、案
件を年間約1,000件受注しています。

システムコンサルティング
IT戦略の策定や、実際の業務とITをつなぐソリュー
ションを提供することなどにより、顧客のIT部門をサ
ポートしています。

証券業や保険業、銀行業などの分野で、
システム開発や運用サービスなどのITソ
リューションを提供しています。
また、NRIが長年培ってきた業務知識や
ノウハウを活かして開発した共同利用型
システム（クラウド型サービス）を、業界
標準ビジネスプラットフォームとして数多
くの顧客にご利用いただいています。

　野村ホールディングス㈱に対し、長
年にわたり先進的なITソリューション
を提供してきました。
　野村證券㈱の店舗での対面サービス
強化とともに、インターネットやコール
センターなどを通じた非対面チャネル
も充実する戦略を、情報システムの面
でサポートしています。
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　東京都多摩地域に最新鋭のデータセ
ンターが完成することで、NRIは国内に
5つのデータセンターを運用することに
なります。
　NRIのデータセンターでは最先端の
免震・耐震設備や大型の発電装置によ
り大規模災害に備えているほか、情報
漏えいなどへの万全の対策をおこなっ
ており、顧客の重要な情報資産を守っ
ています。

事例

事例

産業 ITソリューション

IT基盤サービス

流通業、製造業、サービス業など様々な
産業の顧客に、システム開発や運用サー
ビスなどを提供しています。

金融ITソリューションや産業ITソリュー
ションが提供する情報システムサービス
をより高品質・高付加価値なものとする
ため、IT基盤・ネットワーク構築などの
サービスを提供しています。
また、データセンターの運営管理や、ITソ
リューションに係る新事業・新商品の開
発に向けた研究、先端的な情報技術等に
関する研究をおこなっています。

　㈱セブン－イレブン・ジャパンや㈱イ
トーヨーカ堂をはじめとする㈱セブン
＆アイ・ホールディングスの基幹情報シ
ステムを広範にサポートしています。
　コンビニエンスストアのPOSシステ
ムでタイムリーな商品提供の仕組みを
構築したほか、電子マネー「nanaco」
の展開を総合的にサポートしてい
ます。

2012年秋に完成予定の東京第一データセンター

2012年3月期
連結売上高
3,355億円

コンサルティング
その他 85億円 （2.5%）構成比 構成比

セグメント別外部売上高

216億円（6.5%）

金融ITソリューション 2,026億円（60.4%）

IT基盤サービス 133億円 （4.0%）

産業ITソリューション 893億円（26.6%）

うち証券業 998億円（29.8%）
うち保険業 545億円（16.3%）
うち銀行業 254億円 （7.6%）
うちその他金融業等 226億円 （6.8%）

うち流通業 428億円（12.8%）
うち製造・サービス業等 465億円（13.9%）
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持続的な成長と高い収益力
Nomura Research Institute, Ltd.

持
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NRIは、売上高と利益の長期的な成長を実現してきました。また、業界トップクラスの収益力を
誇っています。

持続的な成長

業界トップクラスの収益力
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同業他社との売上高・営業利益率比較
（2012年3月期）

売上高（億円）

出所）各社決算資料よりNRI作成

（%）
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テクノソリューションズ

新日鉄
ソリューションズ

NTTデータ

売上高・営業利益およびサービス別売上高の推移（連結）

■ コンサルティングサービス
■ 開発・製品販売

■ 運用サービス

■ 商品販売

■ 売上高（左軸）
営業利益（右軸）
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安定的な受注が期待で
きる運用サービスの割
合が高いことが、景気の
後退期にも業績を下支
えする要因のひとつと
なりました。



ナビゲーションNavigation

ソリューションSolution

問題解決

❷ 市場分析・業務分析・経営診断
❶ 社会・産業の予測と展望

❸ 企業経営・政策立案に関する提言

❹ 経営・業務革新のソリューション提示

❺ システム設計・ソリューション提供

❻ アウトソーシング・システム運用

❼ ビジネスの実行支援

問題発見
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NRIには、顧客の問題発見（ナビゲーション）から問題
解決（ソリューション）まで一貫したサービスを提供で
きる強みがあります。コンサルティングによって顧客の
課題を解決に向けてナビゲーションし、ITをはじめとす
るソリューションによって顧客にとって最適な解決策を
実現していきます。この“ナビゲーション×ソリューショ
ン”の相乗効果により、付加価値の高いサービスを顧客
に提供できることが、他社との差別化要因のひとつと
なっています。

NRIの持続的な成長と高い収益性をもたらす、３つの競争力の
源泉についてご紹介します。

NRIの競争力の源泉

ナビゲーション×ソリューション競争力の源泉

1
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Nomura Research Institute, Ltd.
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NRIは、顧客の情報システムを開発・運用することで蓄
積したノウハウを活用し、共同利用型システムとして多
数の顧客に提供しています。情報システムの運用アウト
ソーシングや共同利用型システムは、一度受託すると安
定的な収益が期待できることから、NRIの事業基盤の
安定に寄与しています。

2012年3月期
サービス別
売上高構成

商品販売
98億円
（2.9%）

コンサルティングサービス
360億円（10.8％）

開発・製品販売
1,255億円（37.4％）

運用サービス
1,640億円（48.9％）

経営コンサルティングやシステム
コンサルティングを提供。

その幅広い顧客基盤を活用し、
その後のＩＴソリューション提供に

つなげていく

顧客の事業・業務改革のパートナー
として情報システムの企画・設計や

開発をおこなう

共同利用型サービス
業界で標準的に必要とされる機能を
集約したシステムをＮＲＩが自主開発し、

業界標準サービスとして
数多くの顧客に提供

運用アウトソーシング
受託開発したシステムや顧客所有の
システムを安定的に保守・運用する

独自のビジネスモデル競争力の源泉

2
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優秀で層の厚い人的リソースも、NRIの強みです。
当社は、社員、国内パートナー、オフショアパートナー
の3つの人的リソースを効果的に組み合わせることで、
付加価値の高いサービスを効率的に提供しています。
オフショアパートナーについては、業界に先駆けて積極
的に拡大してきた結果、技術力、信頼性の高い協力企
業と強いパートナーシップを築いています。

社員、国内パートナー、中国オフショアパートナーの3つの
人的リソースを効果的に活用

（注2）

NRIグループ人員 

中国オフショアパートナー 国内パートナー

約7,600人
（うちＩＴ技術者は約5,500人）

（注1）人数は2012年4月1日時点

約8,000人

（注2）人数は2012年3月末時点での直近６カ月平均

（注1）

従業員数 うち新卒採用数

成都

北京

杭州

南京

蘇州
青島

瀋陽

上海

大連

天津

10地域21社

03.3 04.3 05.3 06.3 07.3

8,000

5,000

6,000

7,000

4,000

（人）

3,000

4,619
4,791 4,848 5,013

5,303

09.3 10.3 11.3

6,118 6,263
6,594

08.3

5,711

313 281 159 196
235

332 360

347

292

安定的な増加

・コンサルタント
・システムコンサルタント
・アプリケーションエンジニア
・テクニカルエンジニア

…etc.

約4,500人

12.3 12.4

6,881
320

301

連結子会社の増加により、
約7,600名の規模に。

（注2）

層の厚い人的リソースの活用競争力の源泉

3
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連結業績ハイライト
Nomura Research Institute, Ltd.

連
結
業
績
ハ
イ
ラ
イ
ト

（百万円）

2008.3通期 2009.3通期 2010.3通期 2011.3通期 2012.3通期

売上高 342,289 341,279 338,629 326,328 335,554
売上原価 238,537 240,854 245,641 233,119 235,515
販売費及び一般管理費 51,087 50,711 52,911 54,782 56,886
営業利益 52,664 49,713 40,077 38,426 43,152
経常利益 55,517 51,731 40,947 40,073 44,686
税金等調整前当期純利益 47,987 44,181 37,328 39,853 56,204
当期純利益 28,157 24,513 21,856 23,188 32,920

営業活動によるキャッシュ・フロー 31,806 46,180 58,060 48,777 53,067
投資活動によるキャッシュ・フロー △47,925 △70,994 △16,175 △27,723 △47,731
財務活動によるキャッシュ・フロー △23,537 △22,414 △10,348 1,590 △10,438

設備投資額 36,438 70,083 29,000 20,755 41,165
減価償却費 16,517 20,763 30,915 30,665 30,875
研究開発費 4,915 4,104 3,561 3,564 3,643

純資産（期末） 207,363 205,466 220,237 231,074 258,276
総資産（期末） 362,447 354,487 363,368 380,032 402,784
従業員数（期末） 5,711 6,118 6,263 6,594 6,881

1株当たりデータ（円）（注2）

　当期純利益（EPS） 138.52 125.54 112.32 119.11 168.40
　配当金 50 52 52 52 52
　純資産 1,038.68 1,051.65 1,125.63 1,179.92 1,309.39

株価情報（3月31日終値ベース）
　株価（注2）（円） 2,605 1,530 2,130 1,836 2,053
　時価総額（億円） 5,861 3,443 4,793 4,131 4,619

財務指標（%）
　ROE（注3） 13.3 11.9 10.3 10.3 13.5
　ROA（注4） 15.1 14.4 11.4 10.8 11.4
　売上高営業利益率 15.4 14.6 11.8 11.8 12.9
　売上高当期純利益率 8.2 7.2 6.5 7.1 9.8
　自己資本比率 57.0 57.7 60.3 60.5 63.8
　配当性向 35.7 41.3 46.3 43.7 30.9

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しています。
2. 1株当たりデータ、株価は、株式分割の影響を過年度分について遡及して算出しています。

（注） 3. ROE=
当期純利益

（期首純資産 ＋ 期末純資産）÷2

（注） 4. ROA=

× 100

× 100
経常利益

（期首総資産 ＋ 期末総資産）÷2
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（注） 記載金額は、億円未満を切捨てて表示しています。

売上高 （億円）

設備投資額・減価償却費 （億円）

ROE・ROA （%）

営業利益・営業利益率 （億円／%）

研究開発費 （億円）

1株当たり当期純利益 （円）

当期純利益 （億円）

従業員数 （人）

1株当たり年間配当金・配当性向 （円／%）

4,000

3,000

2,000

1,000

08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3

08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3

08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3

08.3 09.3 10.3 11.3 12.3

08.3末 09.3末 10.3末 11.3末 12.3末
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社長メッセージ
Nomura Research Institute, Ltd.

社
長
メ
ッ
セ
ー
ジ

　2012年3月期は、欧州債務危機に起因する海外経済の減速や円高の進行など
で、企業の情報システムへの投資に対する姿勢は年度を通じて慎重なものとなりま
した。一方で、東日本大震災からの復旧・復興の取り組みに加えて、事業環境の変化
をとらえた次なる成長のための事業展開やシステム戦略の見直しを検討する動き
も増え、日本企業の底力を感じた1年でもありました。
　このような環境のなか、NRIグループは連結売上高3,355億円（前期比2.8%増）、
営業利益431億円（同12.3%増）、当期純利益329億円（同42.0％増）と、４期ぶりの
増収増益を達成しました。当社の既存の強みをさらに伸ばしつつ新しい分野での成
長施策を推し進める長期経営ビジョン「Vision 2015」の実現に向けて、大きく前進
させることができたと考えています。
　2013年3月期はこの勢いを加速させ、より一層の業績向上を目指します。中長期
の成長に向けた取り組みを着実に遂行し、さらなる力強い成長の実現のため全社を
あげて注力してまいります。

代表取締役社長（CEO＆COO）　

４期ぶりの増収増益を達成、
勢いのある成長に向けてさらなる攻勢へ
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　「Vision 2015」では、①金融関連分野のサービス高度化、②産業関連
分野の拡大、③中国・アジア事業の強化・拡大、④生産革命・人材開発とい
う4つの方針を掲げ、それらを推進するための施策を進めてきました。
　折り返し地点を迎えた現在、いくつか具体的な成果をあげることがで
きました。まず金融分野では、業界標準ビジネスプラットフォームに向け
て大きく前進しました。また産業分野では、味の素㈱と戦略的な業務提
携を締結するなど、顧客基盤の拡大が着実に進展しています。さらに、中
国・アジア事業においてはインドにコンサルティング拠点を新設するな
ど、NRIの海外展開を加速させました。質的な面において「Vision 2015」
は、当初の想定を上回る進捗を示す事例が出てきたと思っています。

トップインタビュー

Strong Progress 
through

Changes

Question 1
「Vision 2015」の進
捗状況について、折り
返し地点での評価をお
聞かせください。

Question 1

「Vision 2015」の進捗状況について、折り返し地点での
評価をお聞かせください。

Question 2

金融関連分野のサービス高度化について、進捗をご説明く
ださい。

Question 3

産業関連分野の拡大について、進捗をご説明ください。

Question 4

アジア・中国事業についての成果はいかがですか。

Question 5

アライアンスやM&Aを積極化していくうえで、今後の方
針や方向性などを教えてください。

Question 6

「Vision 2015」達成への意気込みをお聞かせください。

Question 7

最後に、企業価値向上や株主還元などの観点から、投資家
の方々へのメッセージをお願いします。

業界標準ビジネス
プラットフォーム
企業がビジネスをおこなううえ
で共通に必要とする機能を、効
率的に提供するシステムサービ
ス。事業活動をシステム面で支
える新しい社会インフラとして
の役割を果たしています。
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　一方、サブプライム問題に端を発する経済環境悪化などの影響もあ
り、業績の伸展が計画当初に描いたようにいかなかったのも事実です。
　今後は、質的な面では「Vision 2015」の方向性を堅持して推進しつつ、
量的な面については、従来戦略に加え「外部成長」と「グローバル成長」を
積極的に加速させるとともに、適切なコストコントロールをおこない、力
強い成長の実現に向けた経営をおこなっていきます。

　業界標準ビジネスプラットフォームの展開が、既存分野・新規分野とも
に順調に進んでいます。従来からNRIが大きな強みを持つ証券分野では、
共同利用型システム「STAR-Ⅳ」の野村證券㈱への導入が決定し、プロジ
ェクトが本格化しています。同システムはこれまでも準大手・中堅の証券
会社などで高いシェアを獲得していましたが、野村證券㈱への導入を完
遂することで、業界標準のビジネスプラットフォームとしての地位が確固
たるものになります。そして、野村證券(株)での稼働実績とその導入効果
をアピールすることで、他の大手証券会社にSTAR-Ⅳの利用を促すこと
ができるものと考えています。
　また、銀行分野では、共同利用型インターネットバンキングシステム
「Value Direct」の提供を開始し、地方銀行を中心に順調に顧客を獲得
しています。銀行業向けでは、投資信託の窓口販売のための共同利用
型システム「BESTWAY」が、既に100行以上の顧客に導入されています。
「Value Direct」もそれに続く大型サービスへと育てていきたいと考え

Question 2
金融関連分野のサービ
ス高度化について、進
捗をご説明ください。

証券共同システム

STAR‐Ⅰシステム

STAR‐Ⅱシステム

STAR‐Ⅲシステム

（東海東京証券、ＳＭＢＣフレンド証券）

STAR‐Ⅳシステム

野村證券へのSTAR-Ⅳ導入

TRADESTARサービス開始

STAR-Ⅳ／MFサービス開始

個社対応のノウハウを
活かしてサービスを展開

顧客数が急拡大

システム全面刷新、分散サーバ処理導入

共同利用型オンライントレードシステム提供開始

店頭／ネットマルチチャネル機能拡充

大手証券向けに機能拡充

準大手証券の加入 ホールセール機能、職域取引機能の拡充

1966年–

1974年–

1985年–

1995年–

2003年–

2007年–

（3月末現在）
STAR-Ⅳ利用社数は51社まで拡大2012年–

2009年–

2010年–

2011年–

2008年–

2013年–

（33社）

（12社）

（6社からスタート）

STAR発展の歴史
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ています。「Value Direct」では、銀行勘定系システムに強みを持つ日本
ユニシス㈱と協力して顧客への提案をおこなうなど、営業活動の強化を
図っており、同分野での今後の大きな成長を狙っています。

　業界を代表する企業に対し、コンサルティングとITソリューションの両
部門が連携して提案活動をおこない、大型のＩＴソリューション案件の獲得
を目指すプライムアカウント戦略を進めています。NRIが強みを持つ分
野である流通業や消費財製造業など、消費者と直接接点を持つ産業（コ
ンシューマ・インダストリ）にフォーカスして活動を強化しました。その結
果、味の素㈱や資生堂㈱など、もともとコンサルティングでお付き合いの
あったお客様からITソリューションの案件を任せていただけるようになる
など、大きな成果を得ることができました。（p.23参照）
　コンシューマ・インダストリは、当社が蓄積した流通業向けITソリュー
ション提供の経験・ノウハウなどの強みを活かせる分野であり、今後もそ
の強みを活用したビジネス拡大の余地は大きいと考えています。

　NRIの事業はこれまで、国内を中心とした事業構成でした。しかし、高い
成長を目指すNRIにとって、成長領域としての海外事業の重要性が高まっ
ています。
　現在、流通業や製造業など産業分野の顧客を中心に、事業の海外展開
の動きが加速しています。こうした動きをコンサルティングとITソリュー
ションの両面でサポートすべく、これまで中国や北米などで拠点を拡充し
てきました。2012年3月期には、インドにコンサルティング拠点を新設し

（注） 1. STAR-IVは、部分利用を含む社数　　2. I-STARはサブシステムを除く社数

利用社数
（2012年3月末現在）

NRIが提供する業界標準ビジネスプラットフォームの例（金融分野）

リテール証券会社向け総合バックオフィスシステム

ホールセール証券会社向け総合バックオフィスシステム

投資信託運用会社向け信託財産管理システム

投資信託窓口販売口座管理システム

STAR-IV

I-STAR

T-STAR

BESTWAY

51社

27社

71社

105社

（注1）

（注2）

Question 3
産業関連分野の拡大
について、進捗をご説
明ください。

Question 4
アジア・中国事業につ
いての成果はいかがで
すか。

プライムアカウント戦略
業界を代表する企業に対し、コン
サルティングとITソリューション
の両部門が連携して提案活動を
おこない、大型ソリューション案
件の獲得を目指す戦略。注力し
ている産業分野で新規の大型シ
ステム案件に結び付くなど、大き
な成果が上がっています。
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たほか、シンガポールをアジア事業展開の中核拠点として機能を集約す
るなど、取り組みを加速させています。今後はASEAN地域で拠点網の拡
充を進める予定です。
　ＮＲＩの海外売上高比率はまだ僅かですが、中長期的には海外事業
そのものが存在感を示す水準にまで引き上げていきたいと考えてい
ます。これを達成するためには、日系企業へのサポートに加え、現地企業
向けのサービス提供をさらに増やしていくことも重要です。そのため、ロ
ーカルスタッフ中心の拠点運営体制のさらなる推進とともに、海外企業
とのアライアンスやM&Aの積極的な活用にも取り組んでいきます。

　アライアンスやM&Aには、大きく2つの目的があります。ひとつは新
規の顧客基盤の獲得で、もうひとつはNRIにない技術やノウハウの獲得
です。
　例えば、味の素㈱のIT子会社をNRIの連結子会社としたケースでは、
食品業界を代表する非常に優良な顧客基盤を構築できたという大きな
意義があります。まず、味の素グループ向けのシステムサポートをしっか
りおこなったうえで、中長期的には、同グループのグローバル拠点への
支援も視野に入れ、NRIの海外展開に一層の弾みをつけたいと考えてい
ます。
　ただし、規模の拡大のみを追求するようなM&Aは、当社にそぐわない
と考えています。相手先としては、ＮＲＩと価値観を共有できる企業が対象
になります。

Question 5
アライアンスやM&A
を積極化していくうえ
で、今後の方針や方向
性などを教えてくだ
さい。
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　「Vision 2015」の各戦略の成果が着実に出始めています。
　ITサービス業界では情報システムの「所有から利用へ」の流れが加速
しています。すなわち、非戦略的な領域では、個社向けにカスタマイズさ
れた顧客固有のシステムよりも、高品質のITサービスをリーズナブルな
価格で利用できる共同利用型システム（クラウド型サービス）へのニーズ
がますます高まっています。NRIが提案する業界標準ビジネスプラット
フォームは、この顧客のニーズに合致しており、環境的にはこの上ない
チャンスと言えます。
　また、事業環境が急速に変化し、情報技術の進展が著しいなかで、顧客
のＩＴ戦略構築や情報システム刷新の難易度が高くなっており、顧客が独
力でこれらを遂行することが難しくなっています。2012年3月期以降、シ
ステムコンサルティングの案件が非常に増えているのは、こうした背景
があります。まさに、ナビゲーションとソリューションの機能をあわせもつ
NRIが力を発揮できる分野です。
　このように、顧客の動向をよく見極めながら、ＮＲＩの強みを最大限に発
揮して「Vision 2015」の各戦略を着実に遂行していけば、持続的に成長
し続ける企業になれると確信しています。

　株主還元につきましては、連結配当性向として3割程度を目安として、
適正かつ安定的な配当をおこなうことを基本方針としています。継続的
に収益を向上させることで、１株当たり配当金額も中長期的に増加させ
ていきたいと考えています。
　それを実現していくうえでも、事業基盤のさらなる強化・拡大が必要で
あり、NRIの強みを活かした戦略をさらに進めていきます。
　私が考えるNRIの強みは４つあります。コンサルタントとITの専門家
が知恵を出し合い、新しい価値を創造する「ナビゲーション×ソリューショ
ン」、日本最強のチームを擁していると自負している「金融業向けソリュー
ション」、特定のメーカーや製品に依存せず最適なものを組み合わせられ
る「顧客視点」、そしてプロジェクトマネジメント力とシステム基盤の構築
力、運用力を活かした「大規模ＳＩ力」です。
　これら4つの強みを最大限に活かし、積極的な事業展開を進めて長期
的な企業価値向上を達成することで、皆様のご期待に応えていきたいと
考えています。

Question 7
最後に、企業価値向上
や株主還元などの観点
から、投資家の方々へ
のメッセージをお願い
します。

Question 6
「Vision 2015」達成
への意気込みをお聞
かせください。
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特
集
：
力
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い
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長
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へ
の
飛
躍

Vision 2015達成に向けて

　中国・アジアでのコンサルティング事業の強化・拡大を
加速するとともに、IT部門との連携による産業分野での
事業基盤拡大に注力し、大きな成果をあげています。ま
た、顧客の情報システム部門をサポートするシステムコン
サルティングのニーズも高まっており、大型の案件獲得に
向けて対応を強化しています。
　中長期的には、コンサルティングサービスという概念を
さらに進化させ、顧客の事業をサポートし、ともに実現し
ていくビジネスモデルへの変革を目指し、事業の拡大に
注力していきます。

当期業績

　アジア地域での事業強化に向け、インドに子会社を設
立し、併せて現地の市場調査会社への出資・業務提携を
進めました。
　業務コンサルティングや、顧客のシステムプロジェクト
の実行を支援するシステムコンサルティングが増加し、売
上高21,807百万円(前期比10.3％増)、営業利益3,011
百万円(同147.2％増)となりました。

Vision 2015達成に向けて

　金融の各分野でのさらなるシェア拡大とサービスレベ
ルの向上や、「業界標準ビジネスプラットフォーム」（共同
利用型システム）の事業強化を積極的に推進してい
ます。
　既に大きな強みを持つ証券・資産運用分野における業
界標準ビジネスプラットフォームのシェア拡大に加え、成
長分野として注力している銀行分野におけるインターネッ
トバンキングの新サービス開始など、顧客基盤の拡大に
向けて大きく前進しています。

当期業績

　売上高は、証券業向け運用サービスが減少したものの、
証券業向け開発・製品販売や、保険業向けコンサルティン
グサービスが増加しました。STAR-Ⅳのソフトウエア開発
が増え開発コストの資産計上額が増加したことにより、コ
ストは減少しました。
　この結果、売上高202,719百万円(前期比4.0％増)、営
業利益21,433百万円(同15.8％増)となりました。

（注） 1. 記載金額は、億円未満を切捨てて表示しています。
 2. 各セグメントの売上高には内部売上高を含みます。

売上高（億円）
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0

12.311.3
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218

30

20

10

0

12.311.3

12

30

営業利益（億円） 売上高（億円）

1,500
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0

12.311.3

1,950 2,027
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250

200

100

50

0

12.311.3

185
214

営業利益（億円）

コンサルティング 金融ITソリューション

谷川 史郎
取締役 専務執行役員　　

石橋 慶一
代表取締役 専務執行役員　　
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Vision 2015達成に向けて

　産業分野での事業基盤拡大に積極的に取り組んでいま
す。既存顧客へのサービスの質の向上と拡充に注力する
とともに、新規顧客の獲得に向けた活動（プライムアカウ
ント戦略）を推進し、2012年3月期には複数の大型案件を
獲得するなどの大きな進展がありました。
　産業分野の顧客の「システムコストの適正化」と「グ
ローバル化」に対する強いニーズに応えうるITソリュー
ションの提供を通じ、さらなる事業拡大を目指します。

当期業績

　売上高は、製造・サービス業等向けではシステム開発案
件にともなう商品販売が減少したものの、流通業主要顧
客向けは運用サービスを中心に増加しました。コスト面で
は、不採算案件が減少した一方、新規顧客獲得を中心とし
た顧客基盤の拡大に向けたコストが増加しました。
　この結果、売上高94,663百万円(前期比2.1％増)、営業
利益6,574百万円(同3.6％増)となりました。

Vision 2015達成に向けて

　先端的な情報技術や生産技術の研究・活用、高機能な
データセンターの提供により、システム開発から運用アウ
トソーシング、業界標準ビジネスプラットフォームの提供
までのNRIのソリューションをIT基盤の面から支えていま
す。2013年3月期には、東京都多摩地区に新たなデータセ
ンターが完成するなど、NRIのさらなる事業拡大に向けた
IT基盤強化をおこなっています。今後、産業関連分野をは
じめとする多様な顧客のニーズをより一層満たせるよう、
注力していきます。

当期業績

　外部顧客に対する売上高は証券業主要顧客向け運用
サービスが減少しましたが、内部売上高は金融ITソリュー
ションや産業ITソリューション向けの運用サービスやIT基
盤・ネットワーク構築が増加しました。コスト面では、証
券業向け運用サービスの減少にともないシステム運用経
費が減少した一方、既存のデータセンターの設備更新に
ともなう減価償却費や修繕費用が増加しました。
　この結果、売上高79,372百万円(前期比1.0％増)、営業
利益9,516百万円(同1.4％減)となりました。
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産業ITソリューション IT基盤サービス

沢田 ミツル
代表取締役 専務執行役員　　

石橋 慶一
代表取締役 専務執行役員
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「Vision 2015」のこれまでの成果

　当セグメントは、中国・アジアでのコンサルティン
グ事業の強化・拡大に注力するとともに、プライムア
カウント戦略を通じた「産業関連分野の拡大」をIT部
門と連携して推進しています。折り返し地点としては
おおむね計画どおり、順調に進捗していると考えて
います。
　中国・アジア事業の強化・拡大では、現地政府や
日系企業に加え、通信・流通分野などの現地企業向
け事業を開拓しています。中国では、都市問題の解
決や企業経営上のきめ細かな管理など、日本が過
去の経験から積み上げてきたノウハウへのニーズ
が高まっており、日本発のコンサルティングファー
ムであるNRIならではの知見・強みが活かせる状況
にあります。また、2011年11月にはインドでコンサ
ルティング拠点を新設（Focus参照）したほか、2012
年度にもASEAN地域に複数、拠点を新設する予定
です。
　また、プライムアカウント戦略では、各業界を代
表する企業のなかから、コンサルティングからITソ
リューションまで幅広くNRIとお付き合いいただけそ
うな顧客候補を対象に、より深い関係の構築を目指
して役員レベルで活動を展開しています。この取り
組みを開始してから数年ですが、味の素㈱や㈱資生
堂など、業界を代表する顧客に対し、コンサルティン

グからＩＴソリューションまで幅広くご支援させてい
ただけるようになり、非常に手ごたえを感じていま
す。（ｐ.23参照）
　また、システムコンサルティングでは、大規模な基
幹システムの刷新プロジェクトにおいて、顧客の情
報システム部門をNRIがサポートする案件が増加し
ています。顧客の情報システム部門だけでは、増大
する自社システムの細部や日進月歩で進化する情
報技術などの幅広い領域に精通する人材を確保す
ることが年々難しくなってきています。こういった状
況の支援は、コンサルティングからＩＴソリューション
まで一貫してサービスを提供できるＮＲＩが強みを発
揮できる分野であると考えています。

今後の展望・戦略

　中国・アジア事業については、海外の拠点ネット
ワークが点から面へと変わりつつあり、従来と比べ
てサービスレベルの高いコンサルティングを提供で
きるようになると考えています。例えば、ソウル支店
出身のコンサルタントが米国拠点において、南米に
進出する韓国企業をサポートすることなどができる
ようになってきました。今後はこうしたグローバルな
情報網を活かして、海外に進出する日本企業と現地
企業とを結びつける役割を担っていきたいと考えて

谷川 史郎
取締役 専務執行役員　　

コンサルティング事業担当、
未来創発センター長

コンサルティング
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います。
　プライムアカウント戦略では、大手顧客のさらな
る新規獲得を目指します。また、顧客の大型システ
ム刷新を支援するシステムコンサルティングが定期
的に見込めるため、それに続くＩＴソリューション案件
の受託も視野に入れながら組織的に対応していき
ます。一方、経営コンサルティングは国内の高いシェ
アを維持しつつ、海外でもＮＲＩブランドを確立して
事業を拡大し、アジアＮｏ.1コンサルティングファー
ムを目指します。

長期的に目指す姿

　これまで、中国・アジア事業の拡大とプライムアカ
ウント戦略での取り組みを中心にお話ししてきまし

たが、2015年はあくまでも通過点のひとつであると
考えています。
　現在、私が強く感じているのは、コンサルティング
サービスという概念は大きく変わっていくだろう、と
いうことです。これまでは戦略の策定支援が中心で
したが、今後は顧客の事業をサポートし、ともに実
現していくビジネスモデルに変化すると考えてい
ます。そうした観点から、もっと業務の内容を深く知
り、新しい業務を一緒に設計していけるような業務
コンサルティングの重要性がますます高まっていき
ます。
　顧客からは、20世紀型の自社ビジネスモデルを
21世紀型へと変革するサポートをNRIにしてほしい
という期待を持っていただいており、そのご要望に
応えられるように、ＮＲＩ自らも進化していきたいと考
えています。

インドにコンサルティング拠点を新設
̶現地企業との資本提携により、インド全域をカバーする
　調査体制を早期に確立

　2011年11月、インドにコンサルティ
ング事業の現地法人としてNRIインドを
設立しました。あわせて、現地の調査会
社であるMarket Xcel Data Matrix 

Pvt. Ltd.への出資と業務提携をおこな
います。
　NRIインドでは、自動車メーカーをは
じめとする製造業向けの事業戦略立案
プロジェクトなどを見込んでおり、日系
のコンサルティングファームとしてイン
ド最大規模を目指します。
　また、Market Xcel Data Matrix社
は、インド国内8都市に調査拠点を有し
ています。NRIは、同社と業務提携をお
こなうことで、インド全域をカバーする、
現地に根差した本格的な調査・コンサル
ティング体制を早期に確立します。

Focus

グルガオン
ニューデリー

Nomura Research Institute, Pvt. Ltd.
（NRIインド）

Market Xcel Data Matrix Pvt. Ltd.

アーメダバード

プネムンバイ

ハイデラバード

チェンナイ
バンガロール

コルカタ
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「Vision 2015」のこれまでの成果

　当セグメントでは、業界標準ビジネスプラット
フォームの拡大をはじめとする「金融関連分野の
サービス高度化」を推進しており、全体として良い方
向に進んでいると考えています。
　証券分野では、野村證券㈱へのSTAR-Ⅳ導入プ
ロジェクト開始が大きな成果として挙げられます。
2013年1月の稼働に向けてプロジェクトは佳境に
入っています。STAR-Ⅳは業界最大手の野村證券㈱
に採用されたことでシェアが大幅に向上し、業界の
デファクトスタンダードに向けてさらに大きな一歩
を踏み出したと考えています。
　保険分野では、相次ぐ災害による保険金の支払い
増加など、顧客にとって厳しい事業環境が続きまし
た。そうしたなか、NRIは損害保険業界での企業統合
に関わるシステム対応など、既存顧客へのサービス
提供に確実に対応しました。
　銀行分野では、2012年1月から共同利用型イ
ンターネットバンキングシステム「Value Direct」
（Focus参照）が地方銀行の顧客向けに稼働を開始
したことを皮切りに、2012年４月現在で６行への導
入が決定しています。リリース後、約半年の状況とし
ては非常に順調であると考えており、今後のさらな
る顧客獲得に期待しています。
　資産運用分野では、さらなるサービスの高度化

を推進しました。投資信託運用会社向けの共同利
用型システム「T-STAR」では、クラウド化の技術であ
る仮想化技術や運用自動化技術を適用したフレー
ムワーク「T-MONOLIX」により、NRIが提供する他の
サービスとの連携や顧客システムとの連携を強化し
ています。

STAR-Ⅳ： 共同利用型のリテール証券向け総合バックオフィ
スシステム

今後の展望・戦略

　ＩＴ業界で進んでいる情報システムの「所有から利
用へ」の流れは、NRIにとって強い追い風になってい
ます。業界標準ビジネスプラットフォームの拡大を
軸に、得意分野での強みはさらに伸ばしつつ、銀行
業向けなどの成長分野では新規顧客基盤の拡大に
注力していきます。
　証券分野では、STAR-Ⅳの野村證券㈱への導入を
完遂した後を見据えて、他の大手証券会社への提案
活動を開始しています。今回のプロジェクトにより野
村證券㈱がシステムコストの大幅な削減に成功す
れば、他の大手証券会社に対しても大きくアピール
できると考えています。
　また、保険分野では、自動車保険の業界標準ビジ
ネスプラットフォームとして非常に高いシェアを獲得
している「e－JIBAI」で、フロント業務に加えてバック

石橋 慶一
代表取締役 専務執行役員

金融関連ソリューション事業、
システム基盤事業担当

金融ITソリューション
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エンド業務のサポート機能を追加するなど、サービ
ス範囲の拡大にも取り組んでいきます。
　成長分野である銀行業向けでは、銀行が証券や
保険などの分野に業容を拡大しているなかで、これ
らの分野に知見があるNRIがＩＴソリューションを提
供できる余地は大きいと考えています。さらに、BPO
（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）やバックオ
フィス業務を含めたトータルなソリューションを展
開することで、証券分野や保険分野に並ぶNRIの事
業の柱として銀行分野を成長させていきたいと考
えています。

長期的に目指す姿

　NRIは証券分野、資産運用分野において、非常に
高いシェアを獲得しています。もともと野村證券㈱

のシステム部門が源流であるという出自も含めて、
蓄積してきたノウハウや実績は圧倒的なものであ
り、競合他社には負けない自負があります。この強
固な基盤を活かしつつ、保険分野や銀行分野などで
新規顧客基盤を着実に拡大していきます。
　また、昨今の流行語ともいえる“クラウド”も、NRI
は業界標準ビジネスプラットフォーム（共同利用型
システム）という形で既に数十年にわたる積み重ね
があります。個別の企業が必要とする標準的な機能
を集約し、業界標準の共同利用型システムを構築す
るためにはノウハウが必要であり、NRIにとっての大
きな競争優位性のひとつとなっています。
　こうしたNRIの優位性を最大限に活用し、金融業
界全体に貢献できる先進的なITソリューションを提
供していくことで、当セグメントをさらに強固な事業
基盤にしていきたいと考えています。

共同利用型インターネットバンキングシステム
「Value Direct」

　NRIが開発した共同利用型インターネットバンキングシ
ステム「Value Direct」は、振込、振替、定期預金、外貨預
金、投資信託、国債などのフルバンキング機能を備えたソ
リューションです。ネット取引で先行している証券業でのノ
ウハウを活かして、画面やナビゲーション、操作性など、利
用者にとっての使いやすさを徹底的に追求しています。
　また、金融情報を提供するセールス支援機能や、利用者

の属性に応じて商品やキャンペーンのバナー広告を表示
するマーケティング機能なども備えています。さらに、複
数の銀行で共同運用するサービスのため、導入銀行では
システム費用の低減も期待できます。
　今後、ＮＲＩが提供する投資信託の窓口販売向けのソ
リューションとの連携をはじめ、機能の拡充と向上に注力
していきます。
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「Vision 2015」のこれまでの成果

　「Vision 2015」での目標のひとつに「産業関連分
野の拡大」があります。その実現に向け、当セグメン
トの大きな役割である、産業分野での顧客基盤拡
大に取り組んでいます。
　コンサルティング部門と連携して進めてきたプラ
イムアカウント戦略が功を奏し、業界トップレベルの
企業数社からITソリューションの案件を獲得するこ
とができました。具体的には、日本を代表する食品
会社である味の素㈱と戦略的業務提携を締結し、
同社のシステム子会社を新たにNRIグループに迎え
ました（Focus参照）。また、化粧品業界大手の資生
堂㈱が新たに開始したオンラインビジネスについ
て、事業モデルの企画から情報システムの開発・運
用まで、一貫したサポートを実施する大型の案件を
受注しました。これは、事業拡大のターゲットを生活
者に密接にかかわる産業（コンシューマ・インダスト
リ）に、より明確に絞って活動してきた成果でもあり
ます。
　また、海外事業については、㈱セブン＆アイ・ホー
ルディングスの北米や中国などでの店舗展開をサ
ポートしました。さらに、グローバル・サプライチェー
ンマネジメント（SCM）構築などで、製造業の顧客を
中心に引き合いが増加しています。これは、「Vision 

2015」のもうひとつの目標である「中国・アジア事業

の強化・拡大」にも結び付いていきます。
　当セグメントを取り巻くこれまでの事業環境は厳
しいものでしたが、これで一定の成果が上げられた
と考えています。

今後の展望・戦略

　「産業関連分野の拡大」のためには、顧客のニー
ズに的確に対応すると同時に、ＮＲＩらしい付加価値
の高いＩＴソリューションを提供することが重要であ
ると考えています。
　産業分野の大きなニーズとして、システムコスト
の適正化があります。これに対しては、NRIの強み
であるベンダーフリーの立場を活かしつつERPパッ
ケージへの対応を強化するほか、コンサルティング
部門と連携し、総合的にコストを低減する提案を進
めていきます。
　また、顧客のもうひとつの関心として、グローバル
化があります。NRIは顧客のグローバルな事業展開
の動きをサポートするため、中国やＮＲＩアジア・パシ
フィックをはじめとする拠点ネットワークや、コンサ
ルティングとＩＴソリューションの総合力を最大限に
活用していきます。また、中国・アジア地域における
各国の主要ベンダーとのパートナーシップの強化
も検討しています。
　このようにして社内外のリソースを幅広く組み合

沢田 ミツル
代表取締役 専務執行役員

産業関連ソリューション事業、
中国・アジアシステム事業担当
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わせて提案し、顧客の多岐にわたるニーズに応え、
最適なＩＴソリューションが提供できるよう、注力して
いきます。

長期的に目指す姿

　先進的なＩＴソリューションを提供することにより、
個々のお客様をサポートすることに加えて、顧客業
界全体の競争力向上に貢献していきたいと考えて
います。
　その有力なソリューションのひとつに、業界標準
ビジネスプラットフォームがあります。例えば、流通
小売業の基幹業務について、標準的な機能を共同
利用型システムとして提供するプロジェクトを開始
しています。これは、商品の受発注や商品マスター
管理などの流通小売業のバックヤード業務を包括

的にサポートするものです。競合他社との差別化が
困難になっているバックヤード業務については情報
システムを共同利用してコストを下げ、顧客企業は
競争力の源泉となる店頭や商品の企画に集中して
いただく――厳しい事業環境にあるからこそ、共同
利用型システム（クラウド型サービス）によって流通
小売業界全体に貢献したいという思いを強く持って
います。
　『顧客とともに栄える』をスローガンに掲げるNRI
にとって、これが長期的に目指す方向性であると考
えています。
　こうした高い目標を自らに課しながら、事業環境
の変化に的確に対応し、産業関連分野をNRIの成長
をけん引する強固な事業基盤にするべく、尽力して
いきます。

プライムアカウント戦略の前進
―― 味の素㈱との提携 

　2012年2月に合意した味の素㈱とのITサービスにおける戦
略的業務提携は、プライムアカウント戦略の大きな成果のひと
つです。
　NRIは2012年4月1日付で、味の素㈱から同社のシステム子
会社である味の素システムテクノ㈱の株式51％を取得し、NRI

システムテクノ㈱としてNRIグループの一員としました。NRI

の強みである、コンサルティングとITソリューションを掛け合
わせたトータルソリューションによって、グループ全体のIT基
盤をより盤石なものにしたいという味の素㈱のご期待があり、
今回の提携に結び付きました。
　NRIシステムテクノは現在、日本国内を中心に味の素グルー
プの情報システム全般を担っています。提携以降は、グローバ
ルレベルでの迅速な経営の意思決定をサポートするシステム
構築に企画段階から参画するなど、味の素グループの目指す
「確かなグローバルカンパニー」の基盤づくりに向けてご支
援の幅を拡げています。

Focus

味の素社

NRI

NRIシステムテクノ
（旧味の素システムテクノ）

人
材
交
流

人
材
交
流

資
本

資
本

機能別組織（クロスファンクション機能）
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「Vision 2015」のこれまでの成果

　当セグメントは情報技術・生産技術の研究・実
践やIT基盤事業を担っています。また、データセン
ターの運用も当セグメントが担当しており、NRIが注
力している業界標準ビジネスプラットフォームやシ
ステムアウトソーシング事業の強化をIT基盤の面か
ら支えています。
　最近の大きなトピックとして、2012年秋に開業
予定の東京第一データセンターが挙げられます
（Focus参照）。BCP（事業継続計画）/DR（災害復旧）
やクラウド対応などの需要は高まっており、最高水
準の耐災害性とセキュリティを備えた当データセン
ターには顧客から大きな関心が寄せられています。
　技術の面では、タブレット端末に代表されるフロン
ト（利用者接点）領域やクラウド関連、ビッグデータ
関連などについてR&Dと事業化を進めています。最
近注目度の高いビッグデータについては、コンサル
ティング部門にマーケティングやデータ分析で知見
のある専門家が多数いることから、NRIが強みを発
揮できる分野です。

今後の展望・戦略

　NRIが今後、より競争力のあるＩＴサービスを提供
していくために、当セグメントが変革を先導していく

べき点はたくさんあると考えています。
　例えば、顧客目線に立ったIT基盤サービスの提供
による、NRI全体の競争力向上です。現在、データセ
ンターをはじめとするシステム基盤の多くが金融
業向けを想定しており、産業関連分野向けではオー
バースペックになっているという点があります。こう
した課題に対応するため、NRIでは顧客のニーズに
沿った信頼性・安全性・運用品質のサービスレベル
を提供するハイブリッドクラウドサービスの提供を
開始しています。これは、①顧客個別システム、②ス
ペックの高いNRIクラウド、③低コストで利用できる
アマゾンクラウドを組み合わせ、顧客にとって最適
な価格・セキュリティレベルを実現するものです。
　同時に、NRIの社内IT基盤を標準化することで、金
融ITソリューションおよび産業ITソリューションでの
システム開発のコスト競争力と収益率の向上を目指
します。
　技術面では、R&Dにおいて事業化をより意識し、
テーマを絞り込んで戦略的に実施していきます。タ
ブレット端末やビッグデータのビジネスへの活用な
ど、顧客の関心が高いテーマで顧客と共同検証をお
こなうなどの取り組みを検討しています。そうした
活動が顧客の業務をより意識した研究開発に結び
付くとともに、顧客との接点づくりにも寄与できると
期待しています。

石橋 慶一
代表取締役 専務執行役員

金融関連ソリューション事業、
システム基盤事業担当

IT基盤サービス
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長期的に目指す姿

　IT基盤サービス事業は、金融関連分野や産業関連
分野向けのITソリューションを支える“縁の下の力持
ち”です。情報システムを安全かつ安定的に運用で
きてこそ、NRIのビジネスが成り立つのであり、当セ
グメントの役割は大きいと言えます。

　今後とも、データセンターや情報技術、生産技術
の面で先進的な取り組みを進め、ＮＲＩ全体の競争力
向上に貢献していきます。同時に、産業関連分野の
顧客向けのビジネスがより一層拡大するなかで、顧
客の目線に立ち、より多様な顧客のニーズを満た
せるようなサービスを提供するべく、注力していき
ます。

東京第一データセンターを支える
最先端の設備

　NRIが東京都多摩地区に
建設を進めてきた東京第一
データセンターは、データ
センター運営の長年の経
験・ノウハウが注ぎ込まれて
います。立地調査には2年を
かけ、巨大地震・津波にも耐
え得る硬い地盤と十分な標
高、緊急時に迅速な対応を
可能にする距離（都心から
30km圏）を考慮して最適
地を選定しました。

　建物は、直下型地震による縦揺れも想定した最新の免震装置を採用。従来の免震装置は横揺れのみの対策となってい
ましたが、縦揺れを回転エネルギーに変換することで振動を軽減する最新技術を取り入れました。また、停電時への対策
として無停電電源装置や自家発電機を備えています。
　近年、仮想化やクラウド化などの流れを受けてデータセンターに配置される機器はますます高性能化しています。それ
にともなって機器が発生する熱も増大しており、安定運用のた
めには機器をいかに冷却するかが、これまで以上に大きな課題
となっています。
　東京第一データセンターで採用されているダブルデッキシ
ステムは、サーバー機器を置くフロアと、空調や電源などの設
備関連機器を置くフロアを完全分離する方式です。熱の発生
源と空調システムを分離することで効率的かつ柔軟性の高い
空調を実現できます。高負荷サーバーの安定運用を可能にす
る、データセンターの「新しい形」です。

Focus

標準冷却ユニット超高負荷対応用冷却ユニット
（オプション空調）

高負荷IT機器 サーバーラック

Ｃ
Ｐ
Ｕ
フ
ロ
ア

メ
ン
テ
ナ
ン
ス

フ
ロ
ア

先進のダブルデッキシステム

東京第一データセンター完成予想図
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NRIの海外展開の動きは
大きく加速した

　ここ数年、NRIは中国・アジア地域での事業強化を
中心に海外展開を加速しています。また、上海のコ
ンサルティング拠点が黒字化し、収益が大きく向上
するなど、これまでの取り組みが成果に結び付いて
きた事案がいくつか出てきました。
　2012年3月期について言えば、とくにインドへの
事業展開が進んだ一年でした。コンサルティング事
業の現地法人（NRIインド）を設立し、あわせて現地
の市場調査会社への出資・業務提携をおこないまし
た。また、ITソリューション事業においても、現地ＩＴ
企業の子会社化を進めました。これは金融機関のグ
ローバル事業を支援する体制の強化を目的とした

もので、インド・オフショア開発リソースの安定的な
確保と顧客サポート体制の整備を目指しています。
　このように、中国、インドでの事業強化が大きく進
展しましたが、今後はASEAN地域を中心にさらに拠
点網を拡大し事業展開を図っていきます。こうした
事業面の動きを支援するため、シンガポールの現地
法人をアジア事業展開の中核拠点と位置付け、アジ
アにおける一体的な事業運営サポート体制の構築
を進めました。
　2012年4月には、物流および流通業界向けのコン
サルティングやITソリューションサービスを展開する
ため、インドネシアに事務所を開設しました。また、
そのほかにコンサルティング拠点を複数新設するな
ど、ＮＲＩの海外展開はさらに加速する予定です。

室井 雅博
代表取締役 専務執行役員

本社機構、総合企画センター、
品質監理、リスク管理担当

グローバルな事業展開に
向けたサポート体制の強化
　NRIが推進している長期経営ビジョン「Vision 2015」では、中国・アジア事業の強
化・拡大をひとつの柱として掲げています。「Vision 2015」の折り返し地点を迎えた現
在、NRIの事業面での海外展開の動きは大きく加速しました。同時に、こうした海外事
業展開の動きをサポートする体制強化の重要性も高まっており、組織や人材育成などの
面で様々な取り組みをおこなっています。 
　海外でのさらなる飛躍に向けた仕込みは徐々に整いつつあり、2015年のビジョン達
成に向けて事業部門の活動をしっかりサポートできる体制づくりを進めていきます。



27

Annual Report 2012

特
集
：
力
強
い
成
長
モ
ー
ド
へ
の
飛
躍

人材のグローバル化をさらに
推し進める 

　また、人材面においては海外拠点での人材採用・
育成やグローバル人材育成のための研修制度の充
実を進めています。
　特に、コンサルティング拠点ではローカルスタッ
フ中心の拠点運営が進んでいます。システム拠点で
もNRI北京などで現地出身者の採用を積極的におこ
なっていますが、日系企業だけではなく現地企業向
けのビジネスを拡大していくために、ローカルスタッ
フ中心の運営体制をさらに強化していきます。
　同時に、日本国内で採用した若手社員をグロー
バルに活躍できる人材に育成するため、中国の大連
やインドにおいて英語・中国語の語学力の向上とIT
スキルの習得を目指した実践的な研修を実施して
います。また、海外トレーニー制度として、NRIの海
外拠点や海外の取引先に社員を１年間派遣して実
務に従事させることを通して、グローバルに事業を
おこなうための能力と意欲を高める取り組みもおこ
なっています。
　NRIは従来から留学や短期のビジネススクールに
社員を積極的に派遣していましたが、今後もグロー
バルビジネスを担う人材をより効果的に育成する施
策を追求していきます。

グローバル事業のさらなる
拡大に向けて 

　「Vision 2015」の柱のひとつである中国・アジア
事業の強化・拡大という目標は、ようやく緒に就いた
ばかりです。これを達成するためには、国籍をはじ
めとする人材のダイバーシティをさらに高めるとと
もに、従業員一人ひとりの意識改革が不可欠です。
NRIでは、「いまを超える、自らを超える。」をスロー
ガンに、グローバル化や女性社員のキャリアについ
て社員が組織を超えて交流し、社内の課題に対する
議論・提言をおこなう場として、NRIイノベーション・
フォーラムを年間を通じて開催しています。 
　こうしたボトムアップの取り組みも積極的に活用
しながら、中国・アジアに「第二のNRIを」という目標
に向けて事業部門の活動をしっかりサポートできる
体制づくりをさらに進めていきます。

NRI北京

ソウル支店

NRI大連

NRI アジア・パシフィック

NRIヨーロッパ

モスクワ支店

NRIアメリカ

NRIアメリカ
ダラスオフィス

※商号変更申請中

台北支店

マニラ支店

NRI アジア・パシフィック
ジャカルタ駐在員事務所

NRI上海

NRI・パシフィック

NRIインド

NRI Financial 
Technologies India※

NRIの海外拠点 （2012年7月5日現在）

NRI香港

NRIイノベーション・フォーラムの様子
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CSR

NRIグループのCSR方針

　NRIグループは、第一に本業を通じて社会への責任を果たすことを目指します。同時
に、本業の遂行に間違いや不正が起こらないよう留意し、社会との信頼関係の構築に
努めます。本業における日々の確かな積み重ねこそ、NRIグループのCSRが目指すもので
す。そして、人々の心にとどく社会貢献をおこなうことで、ステークホルダーとの深いき
ずなを構築します。

攻めのCSR
本業を通じて
社会への責任を果たす

守りのCSR
社会との
信頼関係を築く

NRIらしい
社会貢献

私たちは、人々の心にとどく社会貢献を通
じて、社会とのきずなを深めるよう努めま
す。NRIらしいきずなづくりを推進するため
に、新しい社会を洞察するための情報を発
信し、次世代社会を担う若者や経営者の育
成を支援します。そして、ステークホルダー
とともに、より良い社会の枠組みづくりに積
極的に取り組みます。あらゆる機会を通じ
てステークホルダーとのコミュニケーショ
ンを図り、本業での確かなCSR活動を内外
にわかりやすく伝えます。

［重点項目］情報発信、人づくり、社会づくり

私たちは、本業の遂行に際して、間違いや不正が起こらないように細心の注意を
払います。社会との信頼関係を築き、NRIグループの企業価値を守るために、あ
らゆる法令を遵守することはもちろん、社会・文化的モラルにもとる行為をおこ
ないません。そのために、次のような具体的な制度、体制を整備し、徹底します。

［重点項目］コーポレート・ガバナンス／内部統制、リスク管理、コンプライア
ンス、品質管理、情報セキュリティ管理、知的財産権管理、環境への配慮

私たちの社会的責任の第一は「本業を通じて社会への責任を果たす」ことにあります。それは
「未来社会のあり方を洞察」し、「社会を支える情報システムをつくる」ことです。ナビゲーション
×ソリューションという私たちの事業内容そのものの着実な遂行にほかなりません。私たちは、
「顧客の競争力・業績の向上」と「日本と世界の持続的成長」に貢献することで、より良い未来社
会を創発します｡

［重点項目］事業活動、研究開発

心にとどく社会貢献を目指す

3つのCSR活動
──本業の責任、社会へのきずな
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社会や企業経営の課題をテーマと
したセミナーやフォーラムの開催

　NRIは未来に向けた提言をより広く社会に発信す
るため、株主、お客様、そして一般の方々を対象に、
セミナーやフォーラムを開催しています。
　そのなかでもとくに大規模なものが、2003年か
ら毎年開催している「未来創発フォーラム」です。
2011年10月には、「つなぐ想い、つくる未来」と題し
て東京・名古屋でこのフォーラムを開催し、合わせて
約4,500 名の方が来場しました。
　このフォーラムでは、外部有識者やNRI 社員が登
壇し、震災後の日本の現状をしっかりと見据え、次の
世代に向けて未来をつくるために、私たちは何がで
きるのか、多様な有識者の方々とこれからの日本の
展望について議論しました。また今回はFacebook
に書き込まれた質問にパネリストが答える初の試み
もおこない、大いに盛り上がりました。

キャリア教育の支援

　NRIグループは、2011年度も国内外の33の学校
からの依頼に応じ、NRIが学生の訪問を受け入れた
り、社員が講師として学校に出向き、講演したりしま
した。2011年度は、情報システムやシステムエンジ
ニアの仕事を学べる「NRIシステムエンジニア体験
プログラム」の提供を開始し、「NRIコンサル１日体験
プログラム」「チーム・ビルディング研修」「出前授業」
などとともに、職業観や「生きる力」に役立つキャリ
ア教育プログラムを充実させました。2011年度は、
中学生から大学院生までの1,300名を超える生徒
たちが参加しました。

ステークホルダーとの関係

　NRIグループのステークホルダーは、「顧客」「社員・家族」「株主・投資家」「ビジネス
パートナー」を中核とし、「消費者」「メディア」「地域社会」「業界団体・同業他社」「行
政」「教育・研究機関」「学生」「NGO・NPO」に至る広がりをもっています。ステークホ
ルダーごとの特性に応じたコミュニケーションを緊密に保ちながら、より良い未来社会
の創発と、社会とのより強い信頼関係の構築につなげていきます。

NRIらしい社会貢献

「未来創発フォーラム2011」東京会場 NRIコンサル1日体験プログラム

名古屋会場 展示コーナー NRIシステムエンジニア体験プログラム



コーポレート・ガバナンスの基本的な方針

　NRIは、企業価値の向上に向けて、業務執行における迅速かつ的確な意思決定と、すべてのステークホル
ダーに対して透明性の高い公正で効率的な経営を実現することがコーポレート・ガバナンスの重要な目的と考
えています。監査役会設置会社であるNRIは、監査役・監査役会の機能を有効に活用しつつ、コーポレート・ガバ
ナンスをさらに充実させるための体制を以下のとおり構築しており、当社のコーポレート・ガバナンス体制は有
効に機能していると考えています。

 

株主総会の充実に向けた取り組み

　株主総会の活性化と議決権行使の円滑化のため、より多くの株主に出席いただける株主総会開催日の設
定や、招集通知の早期発送、インターネットによる議決権行使制度の導入や機関投資家向け議決権電子行使
プラットフォームへの参加をおこなっています。また、株主総会後に経営報告会を実施し、主に個人株主向けに
NRIの状況や今後の取り組み等を伝える場を設けるなど、株主とのコミュニケーションを向上させるための活
動にも取り組んでいます。

経営・執行体制

　NRIの取締役は社外取締役2人を含む8人です。任期を1年とし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体
制を確立するとともに、各年度における経営責任を明確にしています。社外取締役を招聘することにより、取締
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コーポレート・ガバナンス（2012年6月22日現在）

株主総会

報酬諮問委員会 

統合リスク管理会議

コンプライアンス会議

システム開発会議

システムリリース会議

事業評価会議
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役会の一層の活性化と公正で透明性の高い経営の実現を目指しており、その人選については、当社の業務執
行を客観的な視点で監督するにふさわしい高い見識と独立性を重視しています。取締役会は、月1回開催する
ほか、必要に応じて随時開催しています。NRIは、業務執行の権限および責任を大幅に執行役員に委譲してお
り、取締役会はもっぱら全社レベルの業務執行の基本となる意思決定と業務執行の監督を担当しています。ま
た、取締役会の諮問機関として、社外の有識者で構成される報酬諮問委員会を設置しています。
　取締役会の決議により選任された執行役員は、取締役会で決定した方針に基づき業務を執行しています。事
業活動の総合的な調整と業務執行の意思統一のため、代表取締役4人を中心に執行役員等が参加する経営会
議を週1回開催し、経営全般の重要事項の審議をおこなっています。

監査体制

　監査役は、社外監査役3人を含む5人※であり、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、必要に応じて
役職員に対して報告を求め、取締役の職務執行に関して厳正な監査をおこなっています。社外監査役について
は、監査体制の中立性・独立性を確保するため、取締役の職務執行を客観的な立場から監査し、公正な視点で
意見形成ができる人材を選任しています。監査役会は、監査の方針その他監査に関する重要事項の協議・決定
および監査意見の形成・表明をおこなっています。監査役は、会計監査人から監査計画、監査実施状況の報告
を受けるほか、NRIの内部監査部門である内部監査室から内部監査結果の報告を受けるなど、会計監査人およ
び内部監査室と連携して監査を進めています。また、監査役は、各種規程の遵守状況のモニタリング結果等の
内部統制の状況に関する報告を、リスク管理統括部署から適宜受けています。監査役による監査が実効的に
おこなわれることを確保するため、監査職務を支援する監査役室を設置しています。監査役室の人事について
は、代表取締役または人事担当役員が監査役室の独立性に留意し監査役と協議し決定しています。
※ 監査役のうち、泉谷裕は㈱村田製作所の経理部門における業務経験および経理担当役員の経験を持ち、また、安田莊助は公認会計士および税
理士の資格を持っており、それぞれ、財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。

役員報酬

【役員報酬等の額】
　2012年３月期における役員の報酬等の額は次のとおりです。

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）基本報酬 賞与 ストックオプション その他

取締役
（社外取締役を除く） 564 330 139 94 1 11

監査役
（社外監査役を除く） 86 69 16 ̶ 0 3

社外役員 85 77 8 ̶ 0 6

(注) 1. 上表の「対象となる役員の員数」には、在任者数ではなく、2012年３月期にかかる報酬等の支給対象者数を記載しています。
 2. その他には、確定拠出年金の掛金および傷害保険の保険料を記載しています。

【取締役の報酬等の決定に関する方針】
　取締役の報酬等の総額の上限は年10億円(ストックオプションを含む。使用人兼務取締役の使用人分給与は
含まない。)です。NRIは、取締役の報酬等について透明性の向上を図ることを目的として社外の有識者で構成
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される報酬諮問委員会を設置し、報酬等の体系および水準について客観的かつ公正な観点から審議していま
す。その諮問結果を踏まえ、取締役会において、取締役の報酬等の決定に関する方針を決定しています。
　取締役の報酬制度は、役職位を基本としていますが、業績の一層の向上を図るため、業績連動性を重視した
制度としています。その水準は、情報サービス産業におけるリーディングカンパニーたるべき水準を、市場水準
および動向等を参考に決定しています。

取締役の報酬制度の概要：
①基本報酬
　　役職位に応じた固定給（本人給と役割給）と、前期の業績達成度に応じた変動給からなります。
②賞与
　　当該期の業績を反映し、個人別評価を加味して決定します。
③株式関連報酬（ストックオプション）
　 　中長期的な業績向上への意欲と士気を高め、また株主との利害の一致という観点から、株式関連報酬とし
てストックオプションを付与します。行使価額が時価を基準に決定されるものと、行使価額が１円のものの２
種類を発行し、その付与数は役職位に応じて決定します。なお、取締役は「役員自社株保有ガイドライン」に基
づき役職位に応じた一定数以上の当社株式を保有することになっています。
　　なお、社外取締役には、基本報酬の変動給部分、賞与および株式関連報酬は支給しません。

【監査役の報酬等の決定に関する方針】
　監査役の報酬等の総額の上限は年2億5千万円です。監査役の報酬等の決定に関する方針は、監査役の協議
により決定しています。監査役は独立した立場から取締役の職務執行を監査する役割ですが、NRIの健全で持
続的な成長の実現という点では取締役と共通の目的を持っていることから、固定給に加え、常勤の監査役に対
しては業績に応じた変動給を一部取り入れています。
　報酬等の水準は、良質なコーポレート・ガバナンスの確立と運用に重要な役割を果たすにふさわしい人材を
確保するために必要な水準としています。

監査役の報酬制度の概要：
①基本報酬
　 　本人の経験・見識や役割等に応じた固定給（本人給と役職給）に加え、常勤の監査役に対しては、前期の業
績達成度に応じた変動給を支給します。
②賞与
　　常勤の監査役を対象とし、当該期の業績を反映して決定します。

内部統制とコンプライアンス

　NRIグループ全般にわたって内部統制システムを構築し、かつ継続的な改善を図るため、リスク管理担当役
員を任命するとともに、リスク管理統括部署を設置しています。また、統合リスク管理会議を開催して全社的な
内部統制の状況を適宜点検するとともに、各事業部門が出席する業務推進委員会を通じて内部統制システム
の定着を図っています。事業活動にともなう主要リスクに対しては、リスクごとに主管部署を定めており、必要に
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応じて専門性を持った会議で審議し、主管部署が事業部門と連携して適切な対応を講じています。
　倫理・コンプライアンス体制については、その実効性を確保するため、最高倫理責任者およびコンプライア
ンス担当役員を置き、コンプライアンス会議を設置するほか、企業行動原則、ビジネス行動基準およびコンプ
ライアンスに関する規程を設けています。リスク管理、コンプライアンス等に関する研修や啓発活動を継続的
に実施することで、その定着と実効性の向上を図っています。また、反社会的勢力に対しては、取引を含め一切
の関係を持たないことを基本方針として行動規範に定めており、主管部署が情報収集および取引防止に関す
る管理・対応をおこなっています。
　代表取締役社長直属の組織である内部監査室（社員21人）が、リスク管理体制やコンプライアンス体制等の
有効性、取締役の職務執行の効率性を確保するための体制等について、NRIグループの監査をおこなっていま
す。監査結果は代表取締役社長等に報告され、是正・改善の必要がある場合には、リスク管理統括部署、主管部
署および事業部門が適宜連携し、改善に努めています。また、内部監査室は、会計監査人との間で内部監査の
実施計画や結果に関して定期的に意見交換をおこない、連携を図っております。

情報開示を推進する仕組み

　NRIは、経営の透明性向上、株主・投資家をはじめとしたステークホルダーに対する説明責任を果たすため、
適時開示の遂行と情報開示およびＩＲ機能の一層の充実に努めています。開示書類の一層の信頼性向上のた
め、情報開示会議において、計算書類や有価証券報告書等の作成プロセスやその適正性の確認をおこなって
います。また、個人投資家を対象とした会社説明会の開催や個人投資家向けのホームページの充実に努めて
います。
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取締役

藤沼  彰久
取締役会長

嶋本  正
代表取締役社長

沢田  ミツル
代表取締役 専務執行役員
産業関連ソリューション事業、
中国・アジアシステム事業担当

南  直哉
取締役（注1）

室井  雅博
代表取締役 専務執行役員
本社機構、総合企画センター、
品質監理、リスク管理担当

澤田  貴司
取締役（注1）

（株式会社リヴァンプ 代表取締役社長）

石橋  慶一
代表取締役 専務執行役員
金融関連ソリューション事業、
システム基盤事業担当

谷川  史郎
取締役 専務執行役員
コンサルティング事業担当、
未来創発センター長
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監査役

執行役員（取締役兼務は除く）

泉谷  裕
監査役（注2）

末永  守
監査役（常勤）

山田  澤明
監査役（常勤）

安田  莊助
監査役（注2）

（仰星監査法人 特別顧問
仰星税理士法人 代表社員）

（注）1.  南直哉、澤田貴司は社外取締役です。なお、NRIは両名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ています。

2.  、泉谷裕、安田莊助は社外監査役です。なお、NRIは泉谷裕および安田莊助を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ています。

　
監査役（常勤）（注2）

常務執行役員 中村 　昭彦
常務執行役員 三ツ木 義人
常務執行役員 楠　 　　真
常務執行役員 板野 　泰之
常務執行役員 齊藤 　春海
常務執行役員 此本 　臣吾
常務執行役員 中村 　正秀

執行役員 中野 　秀昭
執行役員 東山 　茂樹
執行役員 佐藤 　公治
執行役員 室脇　 慶彦
執行役員 綿引 　達也
執行役員 滝本 　雅樹
執行役員 上田 　　肇
執行役員 原田 　　豊
執行役員 上野 　　歩
執行役員 船倉 　浩史
執行役員 中村 　卓司

執行役員 淵田 　眞弘
執行役員 横山 　賢次
執行役員 三浦 　智康
執行役員 臼見 　好生
執行役員 村田 　佳生
執行役員 坂田 太久仁
執行役員 嵯峨野 文彦
執行役員 深美 　泰男
執行役員 小粥 　泰樹
執行役員 林 　　滋樹
執行役員 稲田 　陽一
執行役員 増谷 　　洋
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11年間の主要連結財務データ

売上高 236,569 232,743 238,067 252,963 285,585 322,531 
売上原価 173,636 173,545 178,096 190,732 213,706 234,578 
販売費及び一般管理費 32,568 32,034 31,948 32,071 35,409 44,055 
営業利益 30,364 27,164 28,022 30,159 36,469 43,897 
経常利益 32,953 27,627 29,293 30,987 38,252 46,099 
税金等調整前当期純利益 39,009 27,177 32,927 27,361 37,535 46,744 
当期純利益 22,363 15,459 18,269 16,303 22,518 27,019 

1株当たり配当金（円）（注2） 4  4 8 20 28 36 

純資産（期末） 195,564  185,350 229,331 231,766 209,301 216,232 
総資産（期末） 299,892  256,798 326,799 317,341 311,786 371,458 
従業員数（期末） 4,313  4,619 4,791 4,848 5,013 5,303 

財務指標（%）  
　ROE（注3） 12.4  8.1 8.8 7.1 10.2 12.7 
　ROA（注4） 11.2  9.9 10.0 9.6 12.2 13.5 
　売上高営業利益率 12.8 11.7 11.8 11.9 12.8 13.6 
　売上高当期純利益率 9.5 6.6 7.7 6.4 7.9 8.4 
　自己資本比率 65.2 72.2 70.2 73.0 67.1 58.1 

 2002.3 2003.3 2004.3 2005.3 2006.3 2007.3 
 通期 通期 通期 通期 通期 通期 

3,000

2,000

4,000

1,000

0

（億円）

売上高 売上高（左軸） 営業利益（右軸） 営業利益率

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しています。
2. 1株当たり配当金は、過年度分について遡及して算出しています。

（注） 3. ROE=
当期純利益

（期首純資産 ＋ 期末純資産）÷2

（注） 4. ROA=

× 100

× 100
経常利益

（期首総資産 ＋ 期末総資産）÷2

12.8% 11.7% 11.8% 11.9%

13.6%
12.8%
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342,289 341,279 338,629 326,328 335,554
238,537 240,854 245,641 233,119 235,515 

51,087 50,711 52,911 54,782 56,886
52,664 49,713 40,077 38,426 43,152
55,517 51,731 40,947 40,073 44,686
47,987 44,181 37,328 39,853 56,204
28,157 24,513 21,856 23,188 32,920

50 52 52 52 52

207,363 205,466 220,237 231,074 258,276
362,447 354,487 363,368 380,032 402,784

5,711 6,118 6,263 6,594 6,881

13.3 11.9 10.3 10.3 13.5
15.1 14.4 11.4 10.8 11.4
15.4 14.6 11.8 11.8 12.9

8.2 7.2 6.5 7.1 9.8
57.0 57.7 60.3 60.5 63.8

2008.3 2009.3 2010.3 2011.3 2012.3
通期 通期 通期 通期 通期

売上高
売上原価
販売費及び一般管理費
営業利益
経常利益
税金等調整前当期純利益
当期純利益
1株当たり配当金（円）

純資産（期末）
総資産（期末）
従業員数（期末）

財務指標（%）
　ROE 
　ROA
　売上高営業利益率
　売上高当期純利益率
　自己資本比率
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800
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0

（億円）

営業利益

（百万円）

15.4% 14.6%

11.8% 11.8% 12.9%
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経営者による財政状態および経営成績に関する説明および分析

ています。人材面においては海外研修制度を大幅に拡充し、
グローバルビジネスに対応する人材の育成を進めています。
　また、NRIグループは、社会貢献活動の一環として、東日本
大震災の復興に向け、震災復興支援プロジェクトチームを発
足させ、震災復興に向けた緊急対策の推進についての提言
活動や、大規模フォーラムによる課題提起などをおこないま
した。
　NRIグループの当期の売上高は、前期を上回り335,554

百万円(前期比2.8％増)となりました。STAR-Ⅳのソフトウエ
ア開発が増え開発コストの資産計上額が増加したこと※や不
採算案件が減少したことにより原価率が下がり、売上原価は
235,515百万円(同1.0％増)、売上総利益は100,038百万円
(同7.3％増)となりました。販売費及び一般管理費は外部委託
費および今後の事業拡大に向けた人員増加にともなう人件
費が増加し56,886百万円(同3.8％増)となりました。営業利益
は43,152百万円(同12.3％増)、売上高営業利益率は12.9％
(同1.1ポイント増)、経常利益は44,686百万円(同11.5％増)と
なりました。
　関係会社株式売却益（NRIが保有していた野村土地建物㈱
株式に対して株式交換により割り当てられた野村ホールディ
ングス㈱株式の売却益）および保有株式にかかる特別配当金
を特別利益に計上したことにより、当期純利益は32,920百万
円(同42.0％増)となりました。
　なお、「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図
るための所得税法等の一部を改正する法律」および「東日本
大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財
源の確保に関する特別措置法」が2011年12月2日に公布さ
れ、法人税率の引下げおよび復興特別法人税の課税がおこ
なわれることとなりました。これにより翌年度以降の法人実効
税率が下がることにともない、繰延税金資産の一部を取り崩
したため、法人税等が増加しました。

ンサルティングを提供しています。
　当期は、アジア地域での事業強化に向け、インドに子会社
を設立し、併せて現地の市場調査会社への出資・業務提携を
進めました。
　業務コンサルティングや、顧客のシステムプロジェクトの
実行を支援するシステムコンサルティングが増加し、売上高
21,807百万円(前期比10.3％増)、営業利益3,011百万円(同
147.2％増)となりました。

　当期（2012年3月期）の国内経済は、東日本大震災の落ち
込みから持ち直しつつあったものの、欧州債務危機や円高、
海外経済の減速などもあり、本格的な回復には至りませんで
した。企業の情報システムへの投資は年度を通じて慎重な姿
勢が続き、情報サービス産業にとって厳しい経営環境となり
ました。
　このような環境のなか、NRIグループは、コンサルティン
グからシステム開発・運用まで一貫して提供できる総合力を
もって事業活動に取り組みました。中長期的な成長を実現す
るため、以下のとおり、強みをさらに伸ばしつつ新しい分野で
の成長施策を推し進めました。
　野村證券㈱が、NRIの共同利用型バックオフィスシステム
「STAR-Ⅳ」を利用することになり、NRIは、その大規模プロ
ジェクトに取り組み、同社システムの開発やNRIシステムの機
能強化を進めました。個別に開発された同社専用のシステム
から、NRIの共同利用型サービスの利用に移行するものであ
り、証券業バックオフィスシステムの業界標準として今後さら
なる顧客拡大に努めます。
　また、顧客拡大に積極的に取り組んだ結果、産業関連分野
において、味の素㈱とＩＴサービスに関する業務提携に至り、本
年4月に同社の情報子会社の株式の51％を譲り受けました。
NRIは今後も、培ってきた様々なノウハウを活用するだけでな
く、他社との協業やM&Aなども用いて、顧客拡大に積極的に
取り組んでいきます。
　海外展開については、特にアジア地域での事業強化に取り
組みました。急速に経済成長が進むインドに、コンサルティン
グ事業の現地法人を設立し、併せて現地の市場調査会社へ
の出資・業務提携、現地のＩＴ企業の子会社化を進めました。ま
た、今後の事業展開に向け、シンガポールの現地法人をアジ
ア事業の中核拠点として持株会社としての役割を持たせ、ア
ジアにおける一体的な事業運営サポート体制の構築を進め

　セグメントごとの業績(売上高には内部売上高を含む。)は
次のとおりです。
　なお、2011年4月1日付組織改正にともないセグメントの
区分を一部変更しており、以下、前期比較については、当該変
更後の区分による前期の数値を用いています。

コンサルティング
　当セグメントは、政策提言や戦略コンサルティング、業務改
革・システム構築に向けた業務コンサルティング・システムコ

●業績概況

●セグメント別の動向
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拡大に向けたコストが増加しました。
　この結果、売上高94,663百万円(前期比2.1％増)、営業利
益6,574百万円(同3.6％増)となりました。

ＩＴ基盤サービス
　当セグメントは、金融ＩＴソリューションや産業ＩＴソリューショ
ンの情報システムサービスをより高品質・高付加価値なもの
とするインフラ部門として、ＩＴ基盤・ネットワーク構築などの
サービスを提供しています。また、データセンターの運営管理
や、ＩＴソリューションにかかる新事業・新商品の開発に向けた
研究、先端的な情報技術などに関する研究をおこなっていま
す。NRI 5か所目となるデータセンターを東京都に建設中で
あり、本年11月の開業を予定しています。
　外部顧客に対する売上高は証券業主要顧客向け運用サー
ビスが減少しましたが、内部売上高は金融ＩＴソリューション
や産業ＩＴソリューション向けの運用サービスやＩＴ基盤・ネット
ワーク構築が増加しました。コスト面では、証券業向け運用
サービスの減少にともないシステム運用経費が減少した一
方、既存のデータセンターの設備更新にともなう減価償却費
や修繕費用が増加しました。
　この結果、売上高79,372百万円(前期比1.0％増)、営業利
益9,516百万円(同1.4％減)となりました。

その他
　上記報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、シ
ステム開発や運用サービスの提供をおこなう子会社などから
構成されています。
　売上高11,801百万円(前期比3.4％増)、営業利益727百万
円(同149.1％増)となりました。

※ NRIが投資するＳＴＡＲ-Ⅳなどの共同利用型システムは、その開発
に要した費用がソフトウエアとして資産計上されます。開発にかかっ
たNRIの人件費なども資産計上されることから、その分売上原価が減
少します。

金融ＩＴソリューション
　当セグメントは、証券業や保険業、銀行業などの分野で、シ
ステム開発や運用サービス、共同利用型システムなどのＩＴソ
リューションを提供しています。
　当期は、野村證券㈱へのSTAR-Ⅳサービス提供に向けた大
規模プロジェクトに取り組みました。個別に開発された同社専
用のシステムから、NRIの共同利用型サービスの利用に移行
するものです。銀行業向けについては、共同利用型インター
ネットバンキングシステムの提供を開始しました。また、海外
でのＩＴソリューション事業を強化するため、インドのＩＴ企業の
子会社化を進めました。
　売上高は、証券業向け運用サービスが減少したものの、
証券業向け開発・製品販売や、保険業向けコンサルティング
サービスが増加しました。STAR-Ⅳのソフトウエア開発が増え
開発コストの資産計上額が増加したこと※により、コストは減
少しました。
　この結果、売上高202,719百万円(前期比4.0％増)、営業利
益21,433百万円(同15.8％増)となりました。

産業ＩＴソリューション
　当セグメントは、流通業、製造業、サービス業など様々な産
業の顧客に、システム開発や運用サービスなどの提供をおこ
なっています。また、顧客の重要な経営課題となりつつある情
報セキュリティについて、幅広い業種にソリューションを提供
しています。
　顧客基盤の拡大に向け、産業分野においても多くの顧客を
持つコンサルティング部門と連携してＩＴソリューションの提案
をおこなう取り組みを進め、その成果が出始めています。ま
た、味の素㈱とＩＴサービスに関する業務提携に至りました。
　売上高は、製造・サービス業等向けではシステム開発案件
にともなう商品販売が減少したものの、流通業主要顧客向け
は運用サービスを中心に増加しました。コスト面では、不採算
案件が減少した一方、新規顧客獲得を中心とした顧客基盤の

●2012年3月期の経営成績の分析

少などにより営業外収益は1,726百万円(前期比4.4％減)、
2011年3月の信託型従業員持株インセンティブ・プランの導
入にともないNRIグループ社員持株会専用信託が借り入れた
借入金にかかる支払利息などにより営業外費用は192百万円
(同21.5％増)となり、営業外損益は1,533百万円(同6.9％減)

となりました。
　以上の結果、経常利益は44,686百万円(同11.5％増)となり
ました。

①売上高および営業利益
　業績概況に記載のとおり、売上高は335,554百万円(前期
比2.8％増)、営業利益は43,152百万円(同12.3％増)となり、
売上高営業利益率は12.9％(同1.1ポイント増)となりました。

②営業外損益および経常利益
　持分法適用関連会社の業績改善にともない持分法投資
利益を計上した一方、投資事業組合運用益、受取配当金の減
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　法人税等は、改正法人税法等の公布により翌年度以降の法
人実効税率が下がることにともない繰延税金資産の一部を
取り崩したことにより、前期比39.7％増加の23,283百万円と
なりました。また、税効果会計適用後の法人税等の負担率は
41.4％となりました。
　以上の結果、当期純利益は32,920百万円(同42.0％増)と
なりました。

③特別損益、法人税等および当期純利益
　NRIが保有していた野村土地建物㈱株式に対して株式交換
により割り当てられた野村ホールディングス㈱株式を売却し
たことにともなう関係会社株式売却益および特別配当金な
どにより特別利益は11,797百万円(前期は182百万円)、保有
株式の評価損および売却損により特別損失は279百万円(同
30.6％減)となり、特別損益は11,518百万円(前期は△219

百万円)となりました。

当することがあります。
　NRIは、会社法第459条に基づき、9月30日および3月31日
を基準日として、取締役会の決議により剰余金の配当をおこ
なうことができる旨を定款に定めています。

(2) 剰余金の配当の状況
　当期末(2012年3月31日)を基準日とする配当金について
は、上記方針および当期の業績を踏まえ1株当たり26円とし
ました。この結果、年間の配当金は、2011年11月に実施済み
の配当金(基準日は2011年9月30日)と合わせ1株当たり52円
となり、連結配当性向は30.9％となりました。
　基準日が当期に属する剰余金の配当は次のとおりです。

(1) 剰余金の配当などの決定に関する方針
　NRIは、企業価値の継続的な向上が最も重要な株主還元
と考えています。剰余金の配当については、事業収益および
キャッシュ・フローの状況などを基準に決定させていただきま
すが、中長期的な事業発展のための内部留保を確保しつつ、
安定した配当を継続していくことを基本とし、連結配当性向と
して30％程度を目安としています。
　内部留保資金については、既存事業の強化や新規事業展
開のための設備投資や研究開発投資、人材育成投資、並びに
M&Aなどの戦略的投資など、今後の事業展開に向けて活用
していきます。また、資本効率の向上、経営環境の変化に対応
した機動的な資本政策の一環として自己の株式の取得に充

　     取締役会決議日 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日

　2011年10月28日 5,082百万円 26円 2011年9月30日
　2012年 5月17日 5,100百万円 26円 2012年3月31日
(注)  配当金の総額は、NRIグループ社員持株会専用信託に対する配当金支払額(2011年10月決議分143百万円、2012年5月決議分126百万円)
を含んでいません。

●利益配分に関する基本方針および配当

百万円発生しました。
　長期借入金 (1年内返済予定の長期借入金を含む。)は
2,574百万円減少し9,208百万円となりました。これは2011

年3月の信託型従業員持株インセンティブ・プランの導入にと
もなう借入金であり、ＮＲＩグループ社員持株会への株式売却
代金などを原資に半年ごとに返済しています。また、純資産の
部の自己株式の控除額は3,443百万円減少し、68,841百万
円となりました。
　繰延税金資産(固定資産)は、3,611百万円減少し15,778

百万円となりました。これは改正法人税法等の公布により翌
年度以降の法人実効税率が下がることにともない、繰延税金

①概要
　当期末において、流動資産176,804百万円 (前期末比
0.4％減)、固定資産225,980百万円(同11.6％増)、流動負債
69,380百万円(同1.8％増)、固定負債75,126百万円(同7.0％
減)、純資産258,276百万円(同11.8％増)となり、総資産は
402,784百万円(同6.0％増)となりました。
　前期末と比べ増減した主な内容は、以下のとおりです。
　投資有価証券は17,308百万円増加の61,273百万円とな
りました。これは余剰資金の運用を目的とした国債の購入な
どによるものです。
　建設仮勘定が、データセンターの建設にともない7,788

●2012年3月期末の財政状態の分析
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換により割り当てられた野村ホールディングス㈱株式を売却
した一方、余剰資金の運用を目的とした国債などの購入や保
有上場株式の時価上昇などにより、投資有価証券・関係会社
株式は62,525百万円(前期末比38.2％増)となりました。内
訳は、時価のある株式22,729百万円(同5.6％増)、時価を把
握することが極めて困難と認められる株式7,622百万円(同
50.3％減)、債券32,061百万円(同300.8％増)および投資事
業組合などへの出資金113百万円(同70.2％減)です。
　保有有価証券の詳細については、「経理の状況 1 連結財
務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項(有価証券関係)」および
「経理の状況 2 財務諸表等 (1) 財務諸表 ④ 附属明細表 有
価証券明細表」をご覧ください。

③ソフトウエアについて
　無形固定資産の大半は、ソフトウエアとソフトウエア仮勘定
です。ソフトウエアとソフトウエア仮勘定の合計額は57,171

百万円(前期末比0.1％増)であり、総資産に占める割合は
14.2％となっています。当期のソフトウエア投資額は、金融業
向けの共同利用型システムの開発などが増加し21,154百万
円(同109.2％増)となりました。

得や、共同利用型システムの開発にともなう無形固定資産の
取得、データセンター関連の有形固定資産の取得が増加した
ことによるものです。
　財務活動による支出は10,438百万円(前期は1,590百万円
の収入)となりました。これは、前期に信託型従業員持株イン
センティブ・プランの導入にともなう借入れがあったことによ
るものです。

資産の一部を取り崩したことによるものです。
　このほか、売掛金が1,794百万円増加の56,486百万円、開
発等未収収益が3,108百万円増加の19,705百万円、未払金
が2,619百万円減少の5,350百万円、未払費用が2,174百万
円増加の6,673百万円、退職給付引当金が3,438百万円減少
の17,251百万円となりました。

②有価証券について
　有価証券の合計額は143,604百万円(前期末比15.0％増)

であり、総資産に占める割合は35.7％となっています。内訳
は、流動資産の有価証券、固定資産の投資有価証券および関
係会社株式です。

イ．流動資産の有価証券
　流動資産の有価証券は前期とほぼ横ばいの81,078百万円
(前期末比1.8％増)となりました。これは公社債投資信託(現金
同等物)および残存償還期間が1年内の短期債券です。

ロ．固定資産の投資有価証券・関係会社株式
　NRIが保有していた野村土地建物㈱株式に対して株式交

　当期末の現金及び現金同等物は、前期末から5,041百万円
減少し77,043百万円となりました。
　当期において、営業活動により得られた資金は53,067

百万円となり、前期と比べ4,289百万円多くなりました。これ
は、主に営業利益が増加したことによるものです。
　投資活動による支出は47,731百万円となり、前期と比べ
20,008百万円多くなりました。これは、関係会社株式の売却
による収入があった一方で、資金運用目的での有価証券の取

●キャッシュ・フロー
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設備の状況

　NRIグループの当期の設備投資金額は41,165百万円となりました。その主な内容は、金融ＩＴソリューションにおける高付加価
値サービス拡充のための共同利用型システムの開発やＩＴ基盤サービスにおけるデータセンター建設およびデータセンター関連
の設備投資です。

●主な設備

（1）NRI

事業所名（所在地） セグメントの名称

建物及び
構築物

(百万円)

機械及び
装置

(百万円)

工具、
器具及び
備品

(百万円)

土　地
リース
資産

(百万円)

ソフト
ウエア

(百万円)
合計

(百万円)
従業員数

(人)
面積
(㎡)

金額
(百万円)

丸の内総合センター
(東京都千代田区)

コンサルティング 425 0 188 － － 0 1,619 2,234
1,038
[120]

木場総合センター
(東京都江東区)

金融ＩＴソリューション 1,085 21 484 － － － 24,165 25,756
1,233
[320]

横浜総合センター
(横浜市保土ケ谷区)

産業ITソリューション、
IT基盤サービス 828 29 1,398 － － － 6,086 8,342

1,482
[285]

横浜みなと総合センター
(横浜市神奈川区)

金融ITソリューション 1,084 26 339 － － － 11,203 12,653
1,139
[287]

大阪総合センター
(大阪市北区)

産業ITソリューション 30 0 20 － － － 2 53
64
[2]

日吉データセンター
(横浜市)

IT基盤サービス 5,943 901 205 14,112 4,952 － 116 12,118
51

[67]

横浜第一データセンター
(横浜市)

IT基盤サービス 6,594 2,851 1,344
(6,748)

－
－ 109 5 10,905

50
[183]

横浜第二データセンター
(横浜市)

IT基盤サービス 9,438 1,592 758 4,602 2,312 － － 14,101
9

[8]

大阪データセンター
(大阪市)

IT基盤サービス 6,122 363 460 13,200 2,221 － 0 9,167
27

[32]

横浜ラーニングセンター
(横浜市保土ケ谷区)

全社(共通) 151 0 69 － － － 30 251
38

[12]

汐留センター
(東京都港区)

産業ITソリューション 60 15 27 － － － 267 370
125
[21]

(注) 1. 金額は2012年3月31日現在の帳簿価額です。
 2.  土地および建物の一部には賃借しているもの（国内子会社への転貸分を含む。）があり、年間賃借料は11,032百万円です。なお、賃借して

いる土地の面積については(  )内に外書きで記載しています。
 3. 「従業員数」の[  ]内には、派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。
 4. 「セグメントの名称」欄には、事業所ごとの主なセグメント名称を記載しています。
 5. 上記には、周辺の事業所を含めて記載しているものが一部あります。
 6. 上記設備の内容は、主に、データセンターはデータセンター設備、それ以外は事業所設備、ソフトウエアおよびシステム開発設備です。
 7. 上記のほか、東京都に建設中のデータセンターがあります（土地： 面積19,496㎡、金額2,308百万円、建設仮勘定： 金額7,788百万円）。
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（2）国内子会社および在外子会社

会社名・
事業所名（所在地） セグメントの名称

建物及び
構築物

(百万円)

機械及び
装置

(百万円)

工具、
器具及び
備品

(百万円)

土　地
リース
資産

(百万円)

ソフト
ウエア

(百万円)
合計

(百万円)
従業員数

(人)
面積
(㎡)

金額
(百万円)

《国内子会社》
NRIネットコム㈱本社他
(大阪市北区)

その他 146 － 162 － － － 148 457
284
[64]

エヌ・アール・アイ・セキュア
テクノロジーズ㈱本社他
(東京都港区)

産業ＩＴソリューション 84 － 628 － － 3 740 1,456
207
[43]

NRIワークプレイス
サービス㈱本社他 / 寮
(横浜市保土ケ谷区)

全社(共通) 635 － 15 7,385 1,805 － 3 2,460
105
[42]

エヌ・アール・アイ・データ・
アイテック㈱本社他
(東京都江東区)

産業ＩＴソリューション 30 － 19 － － － 29 79
141
[28]

《在外子会社》
野村総合研究所(北京)
有限公司 本社他
(中華人民共和国 北京)

産業ＩＴソリューション 6 － 53 － － － 40 100
111
[－]

野村総合研究所(上海)
有限公司 本社他
(中華人民共和国 上海)

コンサルティング 10 － 9 － － － － 20
76
[2]

(注) 1. 金額は2012年3月31日現在の帳簿価額です。
 2. 土地および建物の一部を賃借しており、年間賃借料は171百万円(提出会社からの賃借分を除く。)です。
 3. 従業員数の[  ]内には、派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。
 4. 上記設備の内容は、主に、事業所設備、ソフトウエアおよびシステム開発設備です。
 5. NRIワークプレイスサービス㈱の土地の内訳は下記のとおりです。
  区分 名称 所在地 面積（㎡）
   日吉寮 横浜市港北区 5,621

  
寮

 東寺尾寮 横浜市鶴見区 1,764
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セグメントの名称 設備の内容
投資予定金額

(百万円) 主な内容・目的

コンサルティング
ソフトウエア
ハードウエア 10 パソコン等

金融ITソリューション
ソフトウエア 9,000

金融業等顧客へサービスを提供するための自社利用
ソフトウエアおよび販売目的ソフトウエアの開発等

ハードウエア 3,450
金融業等顧客向けのシステム開発用機器、
データセンターに設置するサービス提供用機器等

産業ITソリューション
ソフトウエア 5,300

流通業、製造・サービス業等顧客へサービスを提供する
ための自社利用ソフトウエアおよび販売目的ソフトウエ
アの開発等

ハードウエア 1,300
流通業、製造・サービス業等顧客向けのシステム開発用
機器、データセンターに設置するサービス提供用機器等

IT基盤サービス センター設備等 14,900
データセンター建設およびデータセンター関連設備の
取得等

その他
ソフトウエア
ハードウエア 600

顧客へサービスを提供するための自社利用ソフトウエア
および機器等

全社(共通) オフィス設備等 440 不動産設備および什器等

合　計 35,000

(注)  東京都に建設中のデータセンター(翌年度の投資予定金額8,000百万円)については、2011年3月に自己株式の処分により調達した
11,782百万円のうち既支出額を除いた残額を、当該建設費用の一部に充当する予定です。当データセンターは2012年11月の開業を
予定しています。

 

　NRIグループの当期末における翌1年間の設備投資予定金額は35,000百万円であり、セグメントごとの内訳は次のとおり
です。
　なお、経常的な設備の更新のための除却および売却を除き、重要な設備の除却および売却の計画はありません。

●2013年3月期の設備投資計画
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研究開発

ＩＴ基盤サービス
　中期的な技術動向を展望するＩＴロードマップの作成や、ク
ラウドコンピューティング*2、次世代データベース、ＩＴモダナ
イゼーション*3、ビッグデータ*4の技術研究などに取り組みま
した。また、システム開発のプロジェクトマネジメントを支援
するツールの研究、システム開発時のツール連携機能に関す
る研究、開発フレームワークの高度利用に関する研究をおこ
ないました。
　当セグメントにかかる研究開発費は968百万円です。

その他
　上記のほか、システム開発の効率化・品質の向上を目指し
た開発管理の標準化に関する研究などをおこないました。
　「その他」における研究開発費は161百万円です。

*1：  OpenID： 共通のユーザーＩＤを複数のウェブサービスで使える
ようにする技術。

*2：  クラウドコンピューティング： 巨大なＩＴリソースを、インターネッ
トを通じてサービスとして提供するコンピュータの形態。

*3：  ITモダナイゼーション： メインフレームなどの既存システム資産
を近代化もしくは最適化する手法。

*4：  ビッグデータ： 既存の技術では管理できないほどに、膨大で、複
雑化したデータ。

　NRIグループは、次の3つの領域において研究開発をおこなっています。

1. 新規事業・新商品開発に向けた研究並びに事業性調査、プロトタイプ開発、実証実験
2. 情報技術に関する先端技術、基盤技術、生産・開発技術の研究
3. 新しい社会システムに関する調査・研究

　研究開発は、NRIグループの技術開発を担う情報技術本部、および政策提言・先端的研究機能を担う未来創発センターにおい
て定常的に取り組んでいるほか、各事業部門においても、中長期的な視点に立った事業開発・新商品開発に取り組んでおり、必要
に応じ社内横断的な協業体制の下で進めています。研究開発戦略を提起するとともに全社的な視点から取り組むべき研究開発
プロジェクトを選定する場として、研究開発会議を設置しており、立案から成果活用に至るまでプロジェクトの審査をおこなってい
ます。
　当期における研究開発費は3,643百万円であり、セグメントごとの主な研究開発活動は次のとおりです。

コンサルティング
　生活者・消費者関連調査として、中国消費者1万人アンケー
ト調査および金融サービス分野に特化した生活者1万人アン
ケート調査をおこないました。また、産業関連の調査として、中
国・インドを対象に先端動向の調査・研究をおこないました。
　当セグメントにかかる研究開発費は545百万円です。

金融ＩＴソリューション
　新規事業・新商品開発に向け、先端的なソリューションの研
究開発に取り組みました。証券フロントソリューションの開発、
投資商品情報を活用した営業支援ソリューションの開発、バ
ンキング関連の事業化に向けた研究、ERM (Enterprise Risk 

Management： 全社的リスクマネジメント)の事業化に向けた
研究、欧米における金融ＩＴマーケットやサービス動向の調査
をおこないました。
　当セグメントにかかる研究開発費は1,385百万円です。

産業ＩＴソリューション
　流通小売業の基幹系ソリューションの開発、リテールシステ
ムの共同サービス化に関する研究、OpenID*1プロトコルに
関する研究開発として標準化に向けた取り組みや技術・製品
評価の活動をおこないました。
　当セグメントにかかる研究開発費は582百万円です。
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経営方針と課題

き不透明な経営環境が続いています。また、大震災以降、災
害時の被害想定が見直され従来よりも想定される規模は大
きくなっており、緊急時の事業継続体制の構築・強化が改めて
企業の重要課題となっています。
　このようななか、情報サービス産業においては、重要な社
会インフラである情報システムを効率的・効果的に構築する
とともに、災害時におけるサービスの継続やシステムの早期
復旧により企業の事業継続を支えることが求められていま
す。NRIグループは、業界横断的・市場横断的なビジネスプ
ラットフォームとして、共同利用型サービスを拡大・高度化さ
せるとともに、情報システムの安定的な運用の維持・確保に努
め、災害などに備えた情報保全、バックアップ体制のさらなる
強化を推進しています。
　今後、中長期的に事業成長を維持していくためには、顧客
基盤の拡大が不可欠です。NRIグループの顧客は証券会社な
どの国内金融業が多く、業種集中による売上変動リスクを回
避するという観点からも、産業関連顧客の拡大とグローバル
展開が重要であると考えています。そのため、コンサルタント
とシステムエンジニアが一体となって産業関連分野の顧客獲
得を進めるとともに、流通業を始めとした国内顧客の海外展
開に確実に対応していきます。また、市場拡大が見込まれるア
ジア地域における海外顧客獲得に向け、ASEANなどに事業
拠点を拡大し事業推進体制の強化を図るほか、海外拠点での
人材採用・育成やグローバル人材育成のための研修制度の
充実を進めます。さらにこれらの諸施策を着実・効率的に進め
るため、国内外を問わず、新技術や経験、優良顧客を持つ企業
との協業やM&Aなど、社外リソースの活用にも積極的に取り
組んでいきます。
　また、システム開発を計画どおり実施するために標準化を
進めチェック体制を強化するとともに、システム障害を未然に
防ぐための体制強化および人材育成・教育についても継続的
に取り組んでいきます。情報サービスのライフラインともい
える情報セキュリティ管理についてもより一層徹底していき
ます。

(1) 会社の経営の基本方針
　NRIグループの企業理念は「未来創発─Dream up the 

future.─」であり、「顧客の信頼を得て顧客とともに栄える」
「新しい社会のパラダイムを洞察し、その実現を担う」こと
を使命と考えています。この企業理念に基づき、顧客ひいて
は社会の進むべき方向を提示（ナビゲーション）し、責任を
持ってともに実現（ソリューション）していく「ナビゲーション＆
ソリューション」を経営の基本方針としています。

(2) 目標とする経営指標
　NRIグループは、事業の継続的な拡大を通じて企業価値を
向上させていくことを経営の目標としています。経営指標と
しては、事業の収益力を表す営業利益および営業キャッシュ・
フローを重視し、これらの拡大を目指しています。

(3) 中長期的な会社の経営戦略
　企業経営におけるＩＴ活用は、高度化が進む一方で、情報シ
ステムの構築や運用をより迅速かつ安価に実現するニーズ
が高まっています。企業における情報システムの構築・運用に
おいては、企業自らがおこなう自前主義から、専門の外部業
者に一部を委託するアウトソース化、さらに自身はシステムを
保有せず、外部業者からサービスとしてＩＴ機能の提供を受け
る「所有から利用」への流れが加速しており、情報サービス事
業者はこれらのサービスの提供力を高めることが必要となっ
ています。また、顧客の事業が国や業種の垣根を越えて拡大
するなか、情報サービス産業においては、グローバル対応や
業種を超えた機能連携の実現が強く求められています。
　NRIグループは、これらの事業環境の変化に対応するため、
以下の経営戦略で事業を推進していきます。

・  金融関連分野を中心に、業界横断的なビジネスプラット
フォームを提供し、サービスの拡大・高度化を図る

・  産業関連分野において、卸・小売業、食品・衣料などの製造
業など一般消費者向け事業者を中心に、各業界をリードす
る顧客を獲得し、サービスを提供することで、得意とする業
種・業務領域を拡大する

・  今後市場拡大が見込まれる中国・インド・ASEANなど、アジ
ア地域での対応強化を図る

　これらの戦略のもと、生産性の向上や品質確保、それを支
える人材の意識改革・スキル向上をおこないながら、NRIグ
ループの国内外での持続的な成長を目指します。

(4) 会社の対処すべき課題
　国内経済は、昨年の東日本大震災の影響から緩やかな回
復傾向が見られるものの、欧州債務問題や原油高など、先行
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事業等のリスク

　NRIグループの事業等において、投資者の判断に重要な
影響を及ぼす可能性のある事項には、次のようなものがあり
ます。
　なお、これらは当期末における事業等に関するリスクのう
ち代表的なものであり、実際に起こり得るリスクはこの限りで
はありません。また、本文中の将来に関する事項は、当期末現
在においてNRIグループが判断したものです。

（1） 経営環境リスク
①情報サービス産業における価格競争について
　情報サービス産業では、事業者間の競争が激しく、他業種
からの新規参入や海外企業の台頭、パッケージ製品の普及も
進んでいることから、価格競争が発生する可能性があります。
　このような環境認識の下、NRIグループは、コンサルティン
グからシステム開発・運用に至る総合力をさらに高め、サービ
スの高付加価値化により競合他社との差別化を図るととも
に、生産性の向上に取り組んでいます。
　しかしながら、想定以上の価格競争が発生した場合、NRIグ
ループの業績が影響を受ける可能性があります。

②運用サービス事業の安定性について
　運用サービスを展開するにあたっては、データセンターに
かかる不動産や運用機器、ソフトウエアなどの投資が必要で
あり、投資額の回収は顧客との運用サービス契約に基づき長
期間にわたっておこなわれます。
　運用サービスの契約は複数年にわたるものが多く、また単
年契約であっても自動更新されることが多いため、売上高は
比較的安定していると考えられます。さらに、NRIグループは
慎重な事業進捗管理と継続的な顧客の与信管理をおこなう
ことにより、投資額の回収に努めています。
　しかしながら、運用サービスの売上高の安定性は将来にわ
たって保証されているわけではなく、顧客の経営統合や経営
破綻、IT戦略の抜本的見直しなどにより、NRIグループとの契
約が更新されない可能性があります。

③ 野村ホールディングス㈱およびその関係会社との資本関
係について
　当期末において、野村ホールディングス㈱が当社の議決権
を38.2％保有（間接保有31.7％、うち21.6％は同社の完全子
会社である野村アセットマネジメント㈱が保有）しています。
また、同社の関連会社（㈱ジャフコ、髙木証券㈱）がNRIの議決
権を8.8％保有しています。
　しかしながら、NRIに対する野村ホールディングス㈱および
その関係会社の持株比率の安定性は保証されているわけで
はありません。

④事業継続リスク
　事業活動のグローバル化やネットワーク化の進展にともな
い、災害やシステム障害など万一の事態に想定される被害規
模は大きくなってきており、危機管理体制の一層の強化が求
められています。
　NRIグループは、大規模災害、大規模障害、事業や業務遂行
に関わる事件・事故が発生した場合に備えて、初動体制と行
動指針をまとめたコンティンジェンシープラン(緊急時対応計
画)を策定し、事前対策や訓練を重ね、より円滑な事業継続に
向けた体制の構築や事業継続に必要なインフラの整備など、
危機管理体制の整備・強化に取り組んでいます。NRIグループ
が保有するデータセンターはセキュリティ対策や耐震などの
災害対策においても国内最高の水準にありますが、そのデー
タセンター内にあるNRIグループの情報資産についてバック
アップ体制のさらなる強化を図るとともに、顧客から預かった
情報資産については顧客と合意した水準に基づいて対策を
進めています。
　しかしながら、一企業のコントロールを超える特別な事情
や状況が発生し、業務の中断が不可避となった場合には、
顧客と合意した水準でのサービス提供が困難となり、NRIグ
ループの業績が影響を受ける可能性があります。

（2） 経営戦略リスク
①特定業種および特定顧客への依存について
　NRIグループの売上高は、特定業種および特定顧客への依
存度が高くなっています。当期において、金融サービス業向
けを主とする金融ＩＴソリューションの外部売上高は、連結売上
高の6割を占める規模となっています。また、主要顧客である
野村ホールディングス㈱および㈱セブン＆アイ・ホールディン
グス（それぞれの子会社を含む。）向けの売上高の合計は、連
結売上高の3分の1を超える規模となっています。
　金融サービス業向け事業等で培った業務ノウハウ、大規模
システム・先端システムの構築・運用ノウハウは、NRIグループ
の強みであり、これを他業種向けのサービスに活かし、新規
顧客の開拓を積極的に進めていきます。また、主要顧客に対
しては、この強みをさらに研鑽することにより競合他社との差
別化を図り、また戦略的な人員出向をおこなうなど、顧客との
関係をより強固なものとしていきます。
　しかしながら、特定業種における法制度の変更や事業環境
の急変、主要顧客における経営状況の変化やＩＴ戦略の抜本
的見直しが、NRIグループの業績に重大な影響を与える可能
性があります。また、新規顧客の獲得が想定どおりに進まな
い可能性があります。
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②情報サービス産業における技術革新について
　情報サービス産業においては、情報技術の進化とそれにと
もなう市場ニーズの変化に迅速に対応することが求められて
います。
　このような環境認識の下、NRIグループは、情報技術に関す
る先端技術や基盤技術、生産・開発技術の調査・研究に、社内
横断的な体制で取り組むことで、技術革新への迅速な対応に
努めています。
　しかしながら、広範な領域において技術革新が急速に進展
し、その対応が遅れた場合、NRIグループの業績が影響を受
ける可能性があります。

③人材について
　NRIグループは、社員個々人の高い専門性こそが、高付加
価値サービスを顧客に提供するための土台であると考えて
います。専門性を備えた人材を確保・育成し、十分に能力を発
揮できる人事制度や労務環境を整備することが、NRIグルー
プが中長期的に成長するために必要であると考えています。
　NRIグループは、人的資源を「人財」ととらえ、その確保・育
成のための仕組みづくりを進めています。人材確保について
は、優れた専門性を有した人材の採用に努め、また、ワークラ
イフバランスを重視し、働き方や価値観の多様化に対応した
人事制度の構築や労務環境の整備に取り組んでいます。人材
育成については、各種資格の取得を支援する制度を設けてい
るほか、教育研修の専用施設などで、多くの人材開発講座を
開催しています。また、NRIグループ独自の社内認定資格を用
意するなど社員の自己研鑽を促しています。
　このような取り組みにもかかわらず、顧客の高度な要請に
的確に応え得る人材の確保・育成が想定どおり進まなかった
場合、NRIグループの業績が影響を受ける可能性があります。
また、労務環境が悪化した場合、社員の心身の健康が保てな
くなり、労働生産性の低下や人材流出につながる可能性があ
ります。

④ソフトウエア投資について
　NRIグループは、製品販売、共同利用型サービスおよびアウ
トソーシングサービスなどの事業展開を図るため、ソフトウエ
ア投資をおこなっています。多くの場合、ソフトウエアは特定
用途別に設計するため、転用しにくい性質を持っており、投資
にあたっては慎重な検討が求められます。
　NRIグループは、事業計画の妥当性を十分に検討したうえ
でソフトウエアの開発に着手しています。また、開発途中およ
び完成後であっても、事業計画の進捗状況の定期的なチェッ
クをおこない必要に応じて速やかに事業計画を修正する社内
体制を整えています。
　しかしながら、投資の回収可能性は必ずしも保証されてい

るわけではなく、資金回収ができずに損失を計上する可能性
があります。

⑤株式投資について
　NRIグループは、将来の事業機会をにらみ各事業会社に出
資しているほか、事業上の関係強化を図るため、取引先など
に対して投資採算性などを考慮に入れつつ出資しています。
当期末のNRIグループの株式投資残高は、総資産の1割弱と
なっています。
　株式投資は、投資先の業績悪化や経営破綻などが発生した
場合、会計上減損処理をおこなうことや、投資額を回収でき
ないことがあります。また、株式のうち時価のあるものは、経
済環境や企業収益の動向などによって時価が変動するため、
NRIグループの財政状態に影響を与えます。

(3) 経営管理リスク
①品質について
　NRIグループは、顧客の経営目標の実現に向けた戦略を提
示し、成果として結実させるための手段を提供する「ナビゲー
ション＆ソリューション」を基本戦略とし、コンサルティングか
らシステム開発・運用に至る総合力をもって付加価値の高い
サービスを顧客に提供することを目指しており、顧客からも
品質の高いサービスが求められています。

イ．コンサルティングサービス
　NRIグループに蓄積されたノウハウなどの情報を幅広く共
有するためのインフラを整備するなど、品質の高いサービス
を提供できる体制の確立に努めています。さらに、顧客満足
度調査を実施し、結果を分析・フィードバックすることにより、
今後のさらなる品質向上に努めています。
　しかしながら、顧客の期待する高い品質のサービスを提供
できない場合、その後の業務の受託に支障を来す可能性が
あります。

ロ．システム開発
　情報システムの開発は、原則として請負契約であり、納期ま
でに情報システムを完成させ納品するという完成責任を負っ
ていますが、顧客要請の高度化・複雑化や完成までの諸要件
の変更などにより、作業工数が当初の見積り以上に増加し、
納期に遅延することがあります。また、引渡し後であっても性
能改善をおこなうなど、契約完遂のため想定以上に作業が発
生することがあります。特に複数年にわたる長期プロジェクト
は、環境の変化や技術の変化に応じた諸要件の変更などが発
生する可能性が高くなります。また、情報システムは重要な社
会インフラであり、完成後の安定稼働に向け、開発段階から
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の品質管理、リスク管理が重要であると考えています。特に金
融サービス業のシステムについては、NRI顧客のみでなく金
融市場全体の信頼性に関わる場合もあり、その重要性を強く
認識しています。
　NRIグループは、教育研修などを通じプロジェクトマネー
ジャーの管理能力の向上に努め、また、ISO（国際標準化機構）
9001に準拠した品質マネジメントシステムを整備するなど、
受注前の見積り審査や受注後のプロジェクト管理を適切に
おこなう体制を整えています。特に一定規模以上のプロジェ
クトは、システム開発会議など、専用の審査体制を整え、プロ
ジェクト計画から安定稼働まで進捗状況に応じたレビューの
徹底を図っています。また、金融サービス業のシステムについ
ては重点的にシステム開発プロセスの点検・改善を進めてい
ます。
　しかしながら、作業工数の増加や納品後の性能改善などに
よる追加費用が発生した場合、最終的な採算が悪化する可能
性があります。また、納期遅延やシステム障害などにより顧客
の業務に支障を来した場合、損害賠償請求を受ける可能性が
あるほか、NRIグループの信頼を失う可能性があります。

ハ．運用サービス
　NRIグループが開発する情報システムは、顧客の業務の重
要な基盤となることが多く、完成後の安定稼働が重要であ
ると考えています。特に金融サービス業のシステムについて
は、NRI顧客のみでなく金融市場全体の信頼性に関わる場合
もあり、その重要性を強く認識しています。
　NRIグループは、運用面での品質の向上に注力しており、
ISO27001に準拠した情報セキュリティマネジメントシステム
およびISO20000に準拠したＩＴサービスマネジメントシステ
ムにより、運用サービスの品質の維持および向上に継続的に
努めています。また、金融サービス業のシステムについては
重点的に管理状況などの点検をおこなうほか、万一障害が発
生した場合の対応整備を進めています。
　しかしながら、運用上の作業手順が遵守されないなどの人
的ミスや機器・設備の故障などにより、顧客と合意した水準で
の安定稼働が実現できなかった場合、NRIグループの業績が
影響を受ける可能性があるほか、NRIグループの信頼を失う
可能性があります。

②協力会社について
　NRIグループは、生産能力の拡大や生産性の向上および外
部企業の持つノウハウ活用などのため、外部企業に業務委託
していますが、これらの多くは請負契約の下でおこなわれて
います。

イ．良好な取引関係について
　当期において、生産実績に占める外注実績の割合は5割弱
であり、NRIグループが事業を円滑におこなうためには、優良
な協力会社の確保と良好な取引関係の維持が必要不可欠に
なります。
　NRIグループは、定期的に協力会社の審査を実施するほ
か、国内外を問わず協力会社の新規開拓をおこなうなど、優
良な協力会社の安定的な確保に努めています。また、特に専
門性の高い業務ノウハウなどを持つ協力会社である「eパート
ナー契約」締結先企業とのプロジェクト・リスクの共有や、協力
会社に対するセキュリティおよび情報管理などの徹底の要請
など、協力会社も含めた生産性向上および品質向上活動に努
めています。
　協力会社は、中国を始めとする海外にも広がっており、中国
企業への委託は外注実績の15％を占めています。このため、
役職員が中国の協力会社を定期的に訪問し、プロジェクトの
状況確認をおこなうなど、協力体制の強化に努めています。
　このような取り組みにもかかわらず、優良な協力会社の確
保や良好な取引関係の維持が実現できない場合、事業を円
滑におこなうことができなくなる可能性があります。特に、海
外の協力会社への委託については、日本とは異なる政治的、
経済的、社会的要因により、予期せぬ事態が発生する可能性
があります。

ロ．請負業務について
　請負契約の下でおこなわれる業務委託にあたっては、労働
関係法令に則った適切な対応が求められます。
　NRIグループは、請負業務に関するガイドラインを策定し全
社的な問題意識の共有化・定着化を図り、また、協力会社を対
象とした説明会を開催するなど、適正な業務委託の徹底に努
めています。
　このような取り組みにもかかわらず、請負業務の趣旨から
逸脱して業務が遂行され、偽装請負問題などが発生した場
合、NRIグループの信頼を失う可能性があります。

③知的財産権について
　電子商取引に関連する事業モデルに対する特許など、情報
システムやソフトウエアに関する知的財産権の重要性が増し
ています。
　このような環境認識の下、NRIグループは、情報システムの
開発などにあたっては第三者の特許を侵害する可能性がな
いかを調査するとともに、教育研修などを通じて知的財産権
に対する社員の意識向上に努めています。一方、知的財産は
重要な経営資源であり、積極的に特許を出願することによっ
てNRIグループの知的財産権の保護にも努めています。
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　このような取り組みにもかかわらず、NRIグループの製品や
サービスが第三者の知的財産権を侵害した場合、損害賠償請
求を受ける可能性があるほか、情報システムの使用差止請求
を受けサービスを停止せざるを得なくなるなど、業務遂行に
支障を来す可能性があります。また、第三者によりNRIグルー
プの知的財産権が侵害される可能性があります。

④退職給付にかかる資産・負債について
　NRIグループは、確定給付型の制度として、確定給付企業
年金制度および退職一時金制度を設けています。退職給付に
かかる負債は、退職給付債務と年金資産などの動向によって
変動します。
　退職給付債務については、従業員の動向、割引率など多く
の仮定や見積りを用いた計算によって決定されており、その
見直しによって大きく変動することがあります。年金資産につ
いては、株式市場動向、金利動向などにより変動します。
　また、年金制度を変更する場合には、退職給付にかかる負
債などに影響を及ぼす可能性があります。

(4) 情報セキュリティリスク
　インターネットがインフラとして定着し、あらゆる情報が瞬
時に広まりやすい社会になっています。こうした技術の発展に
より、利用者の裾野が広がり利便性が増す一方、外部からの
不正アクセスなどによる情報漏洩のリスクが高まっており、セ
キュリティ管理が社会全般に厳しく問われるようになっていま
す。情報サービス産業は、顧客の機密情報を扱う機会が多く、
より高度な情報セキュリティ管理や社員教育の徹底が求めら
れます。
　個人情報の管理においてはプライバシーマークの付与認定
（個人情報保護マネジメントシステムの適合性認定）を受け、
また、一部の事業について情報セキュリティマネジメントシス
テムの認証を取得し、機密情報の適切な管理をおこなってい
ます。常に高度なセキュリティレベルを維持するため、システ
ムによる入退館の管理や、パソコンのセキュリティ管理の徹
底、個人情報保護に関する研修の実施などをおこなっていま
す。特に、顧客の基幹システムの運用をおこなうデータセン
ターでは、X線検査装置による持込持出チェックなど、厳重な
入退館管理システムを採用しています。
　このような取り組みにもかかわらず、情報漏洩が発生した
場合には、顧客などからの損害賠償請求やNRIグループの信
頼失墜などにより、業績が影響を受ける可能性があります。
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重要な会計方針および見積り

　NRIグループの財務諸表等は、我が国において一般に公正
妥当と認められている会計基準に基づき作成されています。
この財務諸表等の作成にあたっては、期末日における資産お
よび負債、会計期間における収益および費用に影響を与え
るような仮定や見積りを必要とします。過去の経験および状
況下において妥当と考えられた見積りであっても、仮定ある
いは条件の変化により、実際の結果と異なる可能性がありま
す。NRIグループの財務諸表等に大きな影響を与える可能性
がある重要な会計方針の適用における仮定や見積りには、主
に次のようなものが考えられます。

①工事進行基準の適用について
　NRIグループは、受注制作のソフトウエアおよびコンサル
ティングプロジェクトの売上高の認識方法として、原則として
工事進行基準を適用しています。具体的には、プロジェクトご
とに売上原価を発生基準で認識し、原価進捗率(プロジェクト
ごとの見積総原価に対する実際発生原価の割合)に応じて売
上高を計上しています。このため、顧客に対する対価の請求
を待たず売上高を計上し、対応する債権を開発等未収収益と
して計上しています。
　工事進行基準の採用にあたっては、売上高を認識する基と
なるプロジェクトごとの総原価および進捗率が合理的に見積
り可能であることが前提となります。NRIグループでは、プロ
ジェクト管理体制を整備し、受注時の見積りと受注後の進捗
管理を適切におこなうとともに、当初見積りに一定割合以上
の変化があったプロジェクトには速やかに見積総原価の修正
を義務付けており、売上高計上額には相応の精度を確保して
いると判断しています。

②ソフトウエアの会計処理について
　パッケージ製品の開発、共同利用型サービスおよびアウト
ソーシングサービスで使用する情報システムの開発におい
て、発生した外注費や労務費などを費用処理せず、NRIグルー
プの投資としてソフトウエアおよびソフトウエア仮勘定に資産
計上することがあります。その場合、完成した情報システムを
顧客に販売またはサービスを提供することによって、中長期
的に開発投資を回収しています。
　その資金の回収形態に対応して、パッケージ製品などの販
売目的ソフトウエアは、原則3年とする残存有効期間に基づく
均等配分額を下限として、見込販売数量もしくは見込販売収
益に基づき償却しています。また、共同利用型サービスなど
で使用する顧客サービス提供目的の自社利用ソフトウエアに
ついては、最長5年とする利用可能期間に基づく定額法によ
り償却しています。これらの償却に加えて、事業環境が急変し
た場合などには、回収可能額を適切に見積り、損失を計上す
ることがあります。

③退職給付会計について
　退職給付会計では、多くの仮定や見積りを必要とし、従業員
の動向、割引率および年金資産の期待運用収益率などの基
礎率をあらかじめ決定しておく必要があります。NRIグループ
では、基礎率の算定にあたっては、合理的かつ保守的と考え
られる見積りを使用しています。重要な基礎率の1つである
割引率については、安全性の高い長期の債券の利回りを基に
毎年見直しており、当期においては1.8％を使用しています。
　年金資産の期待運用収益と実際の運用成果との差異など
見積数値と実績数値との乖離、並びに割引率等の見積数値
の変更によって、数理計算上の差異が発生します。過去5年間
におけるNRIグループの数理計算上の差異の発生額(△は有
利差異)は、2008年3月期7,940百万円、2009年3月期5,764

百万円、2010年3月期△3,141百万円、2011年3月期1,404

百万円、2012年3月期3,500百万円です。数理計算上の差異
は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(15年)で定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
年度から費用処理しており、当期末の未認識数理計算上の差
異残高は、8,174百万円となっています。
　年金資産などの詳細については、「経理の状況 1 連結財務
諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項(退職給付関係)」をご覧く
ださい。

④繰延税金資産について
　NRIグループは、将来の課税所得を合理的に見積り、回収
可能性を判断したうえで繰延税金資産を計上しています。将
来の課税所得は過去の業績などに基づいて見積っているた
め、税制改正や経営環境の変化などにより課税所得の見積り
が大きく変動した場合などには、繰延税金資産の計上額が変
動する可能性があります。
　繰延税金資産の詳細については、「経理の状況 1 連結財務
諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項(税効果会計関係)」および
「経理の状況 2 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項(税効果
会計関係)」をご覧ください。

⑤ 信託型従業員持株インセンティブ・プランにおける会計処
理について
　NRIは、2011年3月に信託型従業員持株インセンティブ・プ
ランを導入しました。当プランの導入のために設定されたNRI

グループ社員持株会専用信託(以下この項において「持株会
信託」という。)は、信託の設定後5年間にわたりNRIグループ
社員持株会が取得すると見込まれる規模の当社株式を、NRI

からあらかじめ一括して取得し、NRIグループ社員持株会の
株式取得に際して当該株式を売却していきます。持株会信託
がNRI株式を取得するためにおこなった借入れについてNRI

は保証していることなどから、NRIと持株会信託を一体として
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会計処理しており、持株会信託が保有するNRI株式および借
入金を含む持株会信託の資産および負債並びに費用および
収益についても財務諸表等に含めて計上しています。そのた
め、持株会信託が保有するNRI株式はNRIの自己株式として、
持株会信託の借入れはNRIの借入れとして処理しています。
また、NRIが持株会信託にNRI株式を売却した時点では自己株
式の譲渡を認識せず、その後、持株会信託がNRIグループ社
員持株会へ売却する都度、自己株式の譲渡として処理してい
ます。持株会信託の株式売却益相当額等は、信託終了後に受
益者へ分配されることから、当該発生年度の費用として処理
しています。
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経理の状況 ※P.53～117は第47期（自 平成23年4月1日　至 平成24年3月31日）有価証券報告書からの抜粋。
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株式会社野村総合研究所
http://www.nri.co.jp

　丸の内総合センター（本社）
　〒100-0005
　東京都千代田区丸の内1-6-5
　丸の内北口ビル

　木場総合センター
　   ［タワーN棟］
　〒135-0042
　東京都江東区木場1-5-15 タワーN棟

　   ［タワーS棟］
　〒135-0042
　東京都江東区木場1-5-25 タワーS棟

　横浜総合センター
　〒240-0005
　神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134 NRIタワー

　横浜みなと総合センター
　〒221-0056　
　神奈川県横浜市神奈川区金港町1-7
　横浜ダイヤビル

　大阪総合センター
　〒530-0004
　大阪府大阪市北区堂島浜1-4-16
　アクア堂島西館

　ソウル支店
　Seoul Branch
　11th Fl. Youngpoong Bldg.,
　33 Seorin-Dong, Chongro-ku,
　Seoul, 110-752, Korea

　台北支店
　Taipei Branch
　10th Fl-F, No.168, Tun-Hwa N. Rd.,
　Taipei, Taiwan R.O.C.
　台湾台北市敦化北路168号10層-F

　マニラ支店
　Manila Branch
　27th Fl. Yuchengco Tower, RCBC Plaza,
　6819 Ayala cor. Sen. Gil J. Puyat Avenues,
　1200 Makati City, Philippines

　モスクワ支店
　Moscow Branch
　107045 Moscow, Trubnaya St.12,
　Millenium House, Russian Federation

NRIネットコム株式会社
〒530-0004
大阪府大阪市北区堂島浜1-4-16
アクア堂島西館
http://www.nri-net.com

NRIセキュアテクノロジーズ株式会社
〒105-7113
東京都港区東新橋1-5-2
汐留シティセンター
http://www.nri-secure.co.jp

北米支店
NRI Secure Technologies, Ltd.
North America Branch
1400 Fashion Island Blvd. #1010,
San Mateo, CA 94404, U.S.A.

NRIワークプレイスサービス株式会社
〒240-0005
神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134

NRIデータiテック株式会社
〒135-0042
東京都江東区木場1-5-25 タワーS棟
http://www.n-itech.com

NRIサイバーパテント株式会社
〒100-0004
東京都千代田区大手町2-6-2 日本ビル
http://www.patent.ne.jp

NRI社会情報システム株式会社
〒135-0042
東京都江東区木場1-5-25 タワーS棟
http://www.nri-social.co.jp

NRIプロセスイノベーション株式会社
〒221-0056
神奈川県横浜市神奈川区金港町1-7
横浜ダイヤビル

NRIシステムテクノ株式会社
〒240-0005
神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・アメリカ
Nomura Research Institute America, Inc.
2 World Financial Center,
Building B, 18th Fl.,
New York, NY 10281-1198, U.S.A.

NRI・パシフィック
NRI Pacific
1400 Fashion Island Blvd. #1010,
San Mateo, CA 94404, U.S.A.

NRIアメリカ ダラスオフィス
Dallas Branch Office
1722 Routh Street, #208, Dallas,
TX 75201, U.S.A.

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ヨーロッパ
Nomura Research Institute Europe Limited
1 St. Martin’s-le-Grand,
London EC1A 4NP, U.K.

野村総合研究所（北京）有限公司
Nomura Research Institute (Beijing), Ltd.
6th Fl. Raycom Infotech Park Tower A,
2 Kexueyuan-Nanlu, Haidian District,
Beijing 100190, China

上海支店
Shanghai Branch
K.Wah Centre, 29th Fl., No.1010 
Huaihai Zhong Road, 
Shanghai 200031, China

野村総合研究所（上海）有限公司
Nomura Research Institute Shanghai Limited
K.Wah Centre, 29th Fl., No.1010 
Huaihai Zhong Road, 
Shanghai 200031, China

北京支店
Beijing Branch
705. Tower A, Ping An international  
Financial Centre, No 3, Xinyuan South Road, 
Chaoyang District, Beijing 100027, China

野村総合研究所（大連）有限公司
Nomura Research Institute (Dalian), Ltd.
602, 23rd Bldg, Software Park, No.40, 
Software Park East Road, Dalian City, Liaoning 
Province 116023, China

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・
アジア・パシフィック

Nomura Research Institute Asia Pacific 
Private Limited
10 Marina Boulevard, MBFC Tower 2, #33-02, 
Singapore 018983

ジャカルタ駐在員事務所
Jakarta Representative Office
43F, Menara BCA, Jalan M.H. Thamrin No.1, 
Jakarta 10310, Indonesia

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ホンコン
Nomura Research Institute Hong Kong Limited
30th Fl. Two International Finance Centre,
8 Finance Street, Central, Hong Kong

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・インディア
Nomura Research Institute India Private Limited
7th Fl. / Tower A, Building No. 5, DLF Cyber 
City, Phase III Gurgaon, Haryana, India 122002

ノムラ・リサーチ・インスティチュート・
フィナンシャル・テクノロジーズ・インディア※

Nomura Research Institute Financial 
Technologies India Pvt. Ltd.
Infinity, Tower II, 5th & 10th Floor Plot No. A3, 
Block GP, Sector V, Salt Lake Electronics 
Complex, Kolkata 700091, India
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NRIグループ（2012年7月5日現在）

NRI北京

ソウル支店

NRI大連

NRI アジア・パシフィック

NRIヨーロッパ

モスクワ支店

NRIアメリカ

NRIアメリカ
ダラスオフィス

※商号変更申請中

台北支店

マニラ支店

NRI アジア・パシフィック
ジャカルタ駐在員事務所

NRI上海

NRI・パシフィック

NRIインド

NRI Financial 
Technologies India※

NRIの海外拠点 （2012年7月5日現在）

NRI香港



119

Annual Report 2012

会
社
デ
ー
タ

会社データ

会社概要
会社名 株式会社  野村総合研究所
英文社名 Nomura Research Institute, Ltd.
所在地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目6番5号
  丸の内北口ビル
資本金 186億円
代表者 代表取締役社長　嶋本　正
従業員数 5,739名／NRIグループ6,881名（2012年3月31日現在）

所有者別持株比率（2012年3月31日現在）
　

大株主（2012年3月31日現在）

株主名 所有株式数（千株） 持株比率（％）

野村アセットマネジメント株式会社 43,387 19.28 

野村ファシリティーズ株式会社 18,600 8.27 

株式会社ジャフコ 15,005 6.67 

野村ホールディングス株式会社 13,000 5.78 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 9,447 4.20 

NRIグループ社員持株会 8,061 3.58 

野村信託銀行株式会社
　（NRIグループ社員持株会専用信託口） 4,865 2.16 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,755 2.11 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー　
　（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 4,647 2.07 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー
　505223
　（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行決済営業部）

3,941 1.75 

（注） NRIは、自己株式23,969千株を保有しておりますが、上記からは除いて
 おります。

株式の概況（2012年3月31日現在）
発行可能株式総数 750,000,000 株
発行済株式の総数 225,000,000 株
単元株主数 15,698 名

株主メモ
・株券電子化にともない、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承る
こととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご
注意ください。
・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、下記特別口座管理機関（三菱
ＵＦＪ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
・未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。
事業年度 4月1日～翌年3月31日 

定時株主総会 6月 

単元株式数 100 株 

公告方法 電子公告（NRIホームページ　http://www.nri.co.jp/） 
 ただし、事故その他のやむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。
株主名簿管理人および 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号  
特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 
（連絡先・照会先） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 
 〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号 
 0120-232-711（通話料無料） 

株価チャート
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株価
（円）

出来高
（千株）

金融機関 13.7%

証券会社　 1.6%

国内法人　41.6%

自己名義株式　10.7%

個人・その他　9.3%

外国法人等　23.1%

本アニュアルレポートに関するお問い合わせ先：株式会社野村総合研究所　IR室　E-mail: ir@nri.co.jp



株式会社 野村総合研究所
〒100-0005　東京都千代田区丸の内1-6-5 丸の内北口ビル
TEL 03-5533-2111
http://www.nri.co.jp/
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